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別添３ 
厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 

R6年度 総括研究報告書 

腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究 

 

研究代表者 岡田 浩一 埼玉医科大学 教授 
 
研究要旨  

1 普及啓発：日本腎臓病協会と連携し、全国で CKD 普及啓発のイベントを実施し、また民間企業と

のコラボレーションで新たなチャネルから CKD 普及啓発に取り組んだ。その結果、一般市民（特

に 60 歳以上）の CKD疾患認知度は経時的に上昇傾向を示した。さらに HP でダウンロード可能な

ファイルとして公開している啓発資材の利活用を促進した。 

 

2 診療連携体制構築：日本腎臓病協会 CKD 対策部会と連携し、地域の実情に即した診療連携体制の

構築を推進した。1)連携制度の構築とその効果をモニタリングするための定点観測地域では、連

携制度数は変動があるものの、連携に参加するかかりつけ医数は増加もしくは高め安定で推移し

た。2)アンケート調査の結果、2019年度ではかかりつけ医から腎臓専門医への紹介が最も多い CKD

ステージは G3b だったが、2024 年度は CKD ステージ G4 で紹介するというかかりつけ医が最多と

なった。一方、腎臓専門医がかかりつけ医と連携して併診すべきと考える CKD ステージは、2019

年度と同様に 2024年度も G3bであった。かかりつけ医と腎臓専門医間に紹介・連携すべきと考え

る CKD 患者ステージに格差が広がっており、厚生労働省が作成した簡易版かかりつけ医から腎臓

専門医への紹介基準（CKDG3b での紹介を推奨）のパンフレットを日本医師会の会員に向けて配布

した。3)2024 年度下半期に全国 12 ブロックで開催された腎臓専門医と自治体担当者間での意見

交換会では、行政および県医師会の CKD 対策への理解と協力に地域差があること、また専門医数

が不足している地域では連携体制構築が困難なため CKD 連携協力医（CKD ケアに積極的もしくは

素養のあるかかりつけ医）の育成が急務であることなどが明らかとなった。4)好事例である旭川

市、千葉県、岡山県美作、熊本市の定点観測地域に加え、診療連携体制構築に成功している先駆

的地域として大阪府および沖縄県南城市の詳細な情報を CKD 診療連携体制構築プログラムとして

公開し、横展開のための資料とした。 
 
3 診療水準向上：本年度は日本腎臓学会と協力して、かかりつけ医に向けてCKD診療ガイド2024を改

訂出版し、標準医療の普及を図った。かかりつけ医アンケートの結果では、CKD患者に対して検尿
を行うと回答したかかりつけ医が80%に達しており（2024年度）、より適切なCKD患者管理がなされ
ていた。さらに経口HIF-PH阻害薬によりかかりつけ医でも腎性貧血を治療する機会が増えている
現状で、2019年度に比較して2024年度では目標ヘモグロビン値を>10g/dLと回答したかかりつけ医
が40%から76%へと著明に増加しており、診療水準の向上が示唆された。また上述のアンケートや定
点観測地域におけるモニタリングの結果、かかりつけ医における標準医療の遵守率は増加傾向で
あることが示された。また治療効果の見える化を通して患者アドヒアランスの維持・改善を目指
し、eGFRスロープの変化を簡便に計算できるアプリをHPで公開した。さらに治療効果の見える化を
通して患者アドヒアランスの維持・改善を目指し、eGFRスロープの変化を簡便に計算できるアプリ
をHPで公開した。 

 
4 人材育成：腎臓病療養指導士の育成と地域差是正を通じて、CKD診療連携体制の充実を目指して研

究活動を行った。具体的には、腎臓病療養指導士の第8回認定試験（387名が新規資格取得）、資格
更新（322名が資格更新）を行い、地域差是正のための周知活動とともに、地域ごとに療養士の会
の設立準備を進めた。また、厚労科学研究費要班とも連携し、チーム医療の診療報酬化、多職種介
入試験の追加解析を実施し、多職種による標準教育プログラムの作成に向けた準備を行った。 

 
5 研究開発：全国規模国保組合、全国協会けんぽ、自治体国保データでのCKD有病割合推定アルゴリ

ズムを設計したところ、わが国のCKD患者数は2,000万人以上も存在する可能性が示され、CKD診療
ガイド2024で公表し、現在論文化を進めている。また研究班HPのCKD対策支援データベース「全国
の取り組み・年次推移 ー各都道府県の腎臓病の「いま」が見えるー」(https://ckd-research.j
p/promotion/#sec02)の中で、各都道府県のCKD対策の進捗状況（普及啓発・診療連携の取り組み、
透析導入患者数および腎臓専門医・腎臓病療養指導士数の年次推移）を見える化し、国民に広く活
用できるように公開している。 またAMED研究班と連携し、高齢CKD患者の腎代替療法選択時に有
用となる透析導入後の生命予後に関する推定式を作成した。さらにJ-CKD-DBExを用いて、CKD診療
ガイドラインで推奨されている標準治療の集学的効果を明らかとした。 

https://ckd-research.jp/promotion/#sec02
https://ckd-research.jp/promotion/#sec02
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さらに、透析導入患者では肥満者の割合が一般住民よりも急速に進んでいることを明らかにし、論
文として公表された。透析導入率は男女とも低下傾向にあり，年々KPI 達成に近づいていた。透析
導入率の低下により透析導入患者数は前年よりも減少し、この減少は、透析患者総数の減少にも寄
与することが示された。透析導入患者は質的にも変化しており、原疾患が慢性糸球体腎炎の患者で
は腎生検割合が年々高まり，そして，導入年死亡割合は以前よりも低下していることを明らかにし
た。腎疾患対策の5 本柱（①普及啓発，②地域における医療提供体制の整備，③診療水準の向上，
④人材育成，⑤研究開発の推進）を進めていくことで，透析導入患者数の減少という効果だけでは
なく，腎生検割合の増加や，導入後早期死亡の減少といった効果も期待された。 

 
以上の活動と並行して、新規透析導入患者数は2019年より2023年にかけて減少傾向となっている。 

研究分担者 

柏原直樹 川崎医科大学 教授 

中川直樹 旭川医科大学 准教授 

西尾妙織 北海道大学病院 准教授 

旭 浩一 岩手医科大学 教授 

山縣邦弘 筑波大学 教授 

南学正臣 東京大学 教授 

福井 亮 東京慈恵会医科大学 助教 

今澤俊之 独立行政法人国立病院機構 

（千葉東病院臨床研究部）腎センター長 

要 伸也 杏林大学 教授 

後藤 眞 新潟大学 教授 

若杉三奈子 新潟大学 特任准教授 

丸山彰一 名古屋大学 教授 

猪阪善隆 大阪大学 教授 

和田 淳 岡山大学 教授 

内田治仁 岡山大学 教授 

寺田典生 高知大学 教授 

向山政志 熊本大学 教授 

桒原孝成 熊本大学 准教授 

深水 圭 久留米大学 教授 

 

Ａ．研究目的 

本研究では、腎疾患政策研究班（研究代表：

柏原直樹）、日本腎臓学会、日本腎臓病協会と連

携し、腎疾患対策検討会報告書に基づいた CKD

対策の社会実装を推進する。具体的には各都道

府県における CKD対策を経年的に評価し、改善

点を検討して PDCAサイクルを回し、また CKD診

療連携体制の好事例を積極的に横展開すること

で、全国レベルでの CKD対策を推進する。その

進捗は CKD対策支援データベースとしてホーム

ページ上で医療関係者のみならず、全国民に公

開する。これにより CKD重症化を予防して新規

透析導入患者数を減少させ、さらに CKD患者

（透析患者及び腎移植患者を含む）の QOLの維

持向上を図る。 

 

Ｂ．研究方法 

1 普及啓発  

全国： 

1）CKD普及啓発活動の推進 

 各都道府県責任者を中心に、行政と連携したCK

D普及啓発活動を実施し、年度末ごとに実施状況

をモニタリングする。CKD認知度は定期的に調査

して公開し、年度ごとに更新する。 

2）作成済の普及啓発資材の活用 

 これまでに作成された資材の活用を促進する。 

3）有効例の共有 

 各エリアにおける効果的な普及啓発活動をCKD

対策支援データベース上で公開し、横展開を促

進する。 

 

北北海道ブロック：  

１）旭川市国民健康保険課と連携し、CKD と特定

健診受診の重要性を住民に周知する。 

２）世界腎臓デーイベントを開催し、CKD の重要

性を住民に周知する。 

 

南北海道ブロック ：一般市民に CKD の重要性を

普及啓発するため、市民公開講座、Web配信、CKD

イベントを行う。 

 

東北ブロック ：令和 6年 12月から令和 7年 2月

にかけて厚生労働行政推進調査事業費補助金 腎

疾患政策研究事業の成果物である下記の資材を 3

種のリーフレット（それぞれ 2700部）に仕立てブ

ロック内の医療機関に配布する。 

資材 1．放っとかないで！たんぱく尿 

2．腎臓で後悔したくないあなたへ 

3．もし腎臓が働かなくなったら 

(https://ckd-research.jp/download/） 

 

北陸ブロック ：研究協力者として、 
長田大助 自治医科大学腎臓内科 教授 
賴建光  獨協医科大学腎臓高血圧内科 教授 
廣村桂樹 群馬大学腎臓リウマチ内科 教授 
上條祐司 信州大学腎臓内科 診療教授 
中島 歩 山梨大学腎臓内科 教授 
が参加した。 
１）各県において市民公開講座や県市長村の広報

誌、ラジオ放送などを通じ CKDの普及啓発を図っ

た。 

２）患者・一般向け資料として Beansを CKD診療

ガイド２０２４に合わせ、内容の修正を行い、本
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研究の経費を基に印刷を行い、各県の主要施設に

配布した。 

３）日本透析医学会の調査による新規透析導入患

者等の県別調査結果や、公表データを用いて北関

東５県の状況を調査、確認し、当該地域での状況

を把握、情報共有を行った。 

 

東京ブロック：令和 6年度の世界腎臓デー（2025

年 3月 13日）に、令和 5年度に引き続き、日本腎

臓病協会と協和キリン株式会社の共催で、主に勤

労世代を対象とした啓発イベントを東京大手町

の広場で開催した。医師、栄養士、薬剤師、看護

師によるミニレクチャーを各 2回、計 8回と、血

清 Cr値の簡易測定と換算表による eGFR値の推算、

啓発資材の配布等を行なった。また、イベント参

加の前後に、参加者へのアンケート調査を実施し

た。 

 

南関東ブロック： 市民を対象とした参加型イベ

ントや講演会を開催する。 

 

東海ブロック ：愛知県では 10月と 3月に三重県

では 2月に市民公開講座を開催した。また、新聞

誌面に CKDに関する情報を掲載し、広く普及に努

める。会終了後にアンケート調査を行い、理解度

や今後の開催の参考とする。 

 

中国ブロック：岡山県では、感染に十分配慮した

形で、①啓発イベントと②CKD 県民公開講座を行

うこととした。 

(ア) 啓発イベントとして、以下の CKDに関する

チラシやノベルティグッズの配布（600部）、

CKD 啓発動画の放映、クイズラリー、相談コ

ーナーなどを行った。 

②岡山県民対象に現地開催で CKD県民公開講座

を行った。 

③ 懸垂幕掲出、ロールアップバナー、デジタル

サイネージで動画放映、ポスター作成し掲示、

のぼり掲出など行った。 

 

CKD 啓発用チラシ、県民公開講座ポスター 

 

九州・沖縄ブロック ：全九州、沖縄各県から県

の代表、行政担当者が博多市内に集まり、横展

開すべくそれぞれの CKD対策の進捗と問題点に

ついて話し合う場を設けた。厚生労働省健康・

生活衛生局難病対策課 がん・疾病対策課の山

田洋輔先生にも webにてご参加いただいた。さ

らに、久留米市 CKD対策協議会を実施した。 

 

 

2 診療連携体制構築  

全国： 

1）診療連携体制構築 

各都道府県責任者を中心に、かかりつけ医（医

師会）、腎臓専門医・専門医療機関、行政との連

携体制の構築を推進する。その連携に腎臓病療

養指導士や保健師も参画させる。その際、行政や

都道府県医師会を通した大規模な連携を構築す

るトップダウンのアプローチ、腎臓専門医・専門

施設とその医療圏におけるかかりつけ医（医師

会）との小規模な連携からスタートして横展開

するボトムアップのアプローチなど、地域の実

情に即して体制構築に取り組む。また各ブロッ

クにおける行政のCKD対策担当者と腎臓専門医

が意見交換を行う場を設け、問題点の共有や対

策立案を行う。各エリアの体制構築の進捗状況、

腎臓専門医や連携協力医の所在情報を調査して

公開し、年度ごとに更新する。CKD診療・病診連

携の実態調査として、2019年度に引き続き、202

4年度に日本腎臓学会および日本臨床内科医会

の協力のもとにアンケート調査を実施する。 

2) 紹介基準の普及 

「かかりつけ医から腎臓専門医・腎臓専門医療

機関への紹介基準」もしくはエリアの実情に即し

て修正した紹介基準を、診療連携体制構築の一環

として前年度に引き続き普及させる。紹介率（逆

紹介率については定点観測地域）の年次推移をモ

ニタリングして公開し、年度ごとに更新する。 

 3）診療連携プログラムの構築と横展開の推進 

これまでに旭川市、千葉県、岡山市、熊本市を

定点観測地域に選定し、2020年より詳細なモニタ

リングを開始している。他エリア（大阪府、沖縄

県南城市）の優れた取り組みも取り入れ、診療連

携体制構築プログラムを作成し、横展開を支援す

る。この際、各地域の実情に即したa）行政や医

師会との連携方法、b）腎臓専門医・専門施設の

充足度に応じた対応（連携協力医制度、腎臓病療

養指導士・保健師の積極的な登用等）、c）ユニー

クな紹介基準や連携パスの策定・運用など、いく

つかの異なるパターンを選定し、CKD対策支援デ

ータベース上で公開する。 
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南北海道ブロック ：かかりつけ医との医療連携

を構築するために勉強会、講演会を行う。 

 

東北ブロック ：CKD対策の総論の共有、地域にお

ける取り組み事例の共有と課題の抽出を目的に

日本腎臓病協会慢性腎臓病対策部会(J-CKDI)各

県代表ならびに自治体（6県・1政令市）担当者が

一堂に会したブロック会議を開催した。 

日時：2024年 11月 6日（水）15：00〜17：00 

場所：TKP ガーデンシティ仙台  カンファレンス

ルーム 21E（〒980-6130 仙台市青葉区中央 1-3-1 

AER 21 階） 

出席者（下表）： 

 

 
議題： 1．対策の総論の共有、 

2．地域における取り組み事例の紹介 

（青森県、山形県）、 

3．自治体担当者を交えたグループディス 

カッション 

 

北陸ブロック ：各県の医療状況の特性に合わせ

て、行政や医師会、腎臓病療養指導士、薬剤師、

保健師、管理栄養士などの多職種と連携を取りな

がら対策を推進する。またそれらの取り組み状況

を相互に共有し、対策の参考とする。 

 

東京ブロック：厚生労働省の令和５年度慢性腎臓

病（CKD）重症化予防のための診療体制構築及び多

職種連携モデル事業に東京都からは慈恵大学が

採択され、院内の腎臓病療養指導士等の協力を得

て、CKD 啓発を兼ねた内容の「腎臓内科チームが

作成した血圧手帳」を作成した。 

 

南関東ブロック：県保健医療計画の中に CKD対策

の内容を盛り込んでいただき、行政からの協力の

もと、行政、医師会、専門医が連携する会議体が

設立し、また新たな紹介基準や診療情報提供書、

ＣＫＤ協力医・サポーター制度を運用する。 

 

東海ブロック ：東海４県（愛知、三重、岐阜、静

岡）の行政機関の担当者、CKD対策代表・責任者、

厚労省疾病対策課の担当者の間で意見交換会を

11月に名古屋で開催する。併せて、愛知県および

名古屋市医師会における CKD 対策責任者を招き、

CKD 診療連携モデル事業構築の参画に際し、生じ

うる問題点と CKD診療の将来構想について協議を

行う。 

また、CKD診療ガイド 2024が推奨する健診結果

に基づく受診勧奨について意見交換を行う。 

 

近畿ブロック：大阪府国民健康保険団体連合が管

理する国民健康保険データベース（KDB）から，

2020～2022年度の既存情報を抽出し，氏名，住所

などの個人情報を削除した情報を利用した。2020

～2022 年度の大阪府国民健康保険医療制度の被

保険者 287,036人を対象にした前向きコホート研

究で、大阪府下の各市町村区保険者の特定健康診

査と医療レセプトデータを用い、2021 年度特定

健診受診時点で無治療の生活習慣病と判定され

た被保険者の特定健診後の医療機関アクセス率

を市町村区保険者ごとに検討した。さらに各市町

村区保険者を対象に特定健診と受診勧奨の取り

組みに関するアンケート調査を実施し、医療機関

アクセス率に関連する要因を検討した。観察期間

におけるアウトカム発症率は Kaplan-Meier 法で

算出し、アウトカムのリスク評価は Cox比例ハザ

ードモデルを用いて検討した。 

 

中国ブロック：岡山県では OCKD-NET を皮切りに

KCKD-NET、MCKD-NET、東備 CKD-NEY、井笠エリア

CKD-NET、そして高梁 CKD-NET、新見市 CKD-NETが

設立され、おおよそ県内すべてのエリアに CKD-

NETの設置が完成している（下図）。今年度は、全

てのエリアで CKD-NETの開催継続や発展が望まれ

た。 

 
 

また今年度は、中国ブロック 5県から、県・市

の担当者、県代表医、そして厚労省技官などが一

同に会する中国ブロック会議を開催し、ブロック

内各県での CKD対策の進捗状況について情報共有

を図ることを目的とした。 

 

定点観測： 

旭川市：旭川市医師会、旭川CKDモデル事業委員

会と連携し、旭川圏域でかかりつけ医向けのCKD

紹介基準、市内腎臓専門医リストを記載した資
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材を作成し配布する。 

 

千葉県 ：千葉県において、適切なCKD診療をす

べての県民に遍く提供することを目指し、以下

を行うことを目指した。①千葉県医師会会員の

先生に講習を受けてもらい「CKD対策協力医」に

なっていただく（地域でのCKD診療の要：健診で

CKDが疑われた方の受診勧奨先、腎臓専門医との

診療連携）②お薬手帳に「CKDシール」の貼付を

行い、適切な薬剤処方を促す③健診でCKDが疑わ

れた住人を抽出し、CKD対策協力医に受診勧奨を

するとともに、腎臓専門医との連携を促進す

る。④生活食事指導を専門医のいる病院だけで

なく、かかりつけ医の医療機関でも指導ができ

るように栄養士会の協力の基で派遣システムを

構築し、運用開始をする。倫理的配慮を怠らず

進めた。 

 

岡山県美作市：平成 30 年に厚生労働省から発出

された、腎疾患対策検討会の報告書に基づき CKD

対策を行ってきた。この中で示されている通り

「自覚症状に乏しい CKD を早期に発見･診断し、

良質で適切な治療を早期から実施・継続すること

により、 

CKD 重症化予防を徹底するとともに CKD 患者

（透析患者及び腎移植患者を含む）の QOLの維持

向上を図る」ことを目標として、「普及啓発」、「地

域における医療提供体制の整備」、「診療水準の向

上」、「人材育成」、「研究開発の推進」という 5本

柱ごとに今後実施すべき取組等が整理されてい

る。 

本研究では日本全国のうち、旭川市、千葉県、

熊本市、および岡山県の美作エリアの 4 つの CKD

医療連携ネットワークにおける、CKD 診療連携体

制の実際についての調査を 2019 年度から前向き

に調査することが計画されており継続してきた。

今年度も昨年までに引き続き美作 CKD-NETにおけ

る CKD診療連携体制の実際について調査を行った。 

 

 
3 診療水準向上 
全国： 

１）標準治療の普及 

ガイドラインで推奨されている標準診療を、診

療連携体制構築の一環として引き続き普及促進す

る。定点観測地域を中心にかかりつけ医における

ガイドラインの普及率と標準治療の実施率の年次

推移をモニタリングして公開し、年度ごとに更新

する。また標準治療普及の実態調査として、2019

年度に引き続き、2024年度に日本腎臓学会および

日本臨床内科医会の協力のもとにアンケート調査

を実施する。 

 

２）eGFRスロープを用いたCKDの重症度評価と治療

効果判定の推進 

 治療効果の見える化を通して患者アドヒアラン

スの維持・改善を目指し、eGFRスロープの変化を

簡便に計算できるアプリをHPで公開した。さらに

治療効果の見える化を通して患者アドヒアランス

の維持・改善を目指し、eGFRスロープの変化を簡

便に計算できるアプリを開発し、ＨＰに公開する。 

 

南北海道ブロック ：かかりつけ医にCKD診療2024、

CKD 診療ガイドライン 2023 に基づいた CKD 診療

に関しての勉強会、講演会を行い診療水準の向上

をはかる。また、診療情報提供書に関して、教育

的な観点を考慮した返信を行うことで、診療水準

の向上をはかる。 

 

東京ブロック：診療水準向上には、ガイドライン

推奨の標準診療を、診療連携体制等を活用して普

及促進することが重要であるが、エビデンス・プ

ラクティスギャップの存在が課題である。そのギ

ャップを短縮するため、エビデンスに基づく介入

（EBI）を、経験と勘に頼らずに、現場に根付かせ

る戦略を考える実装科学に注目が集まり始めて

いる。そこで、同領域の最新知識を得るために、

2024年 11月 8～11日に米国、ワシントン DCで開

催された the 17th Annual Conference on the 

Science of Dissemination and Implementation 

in Health (D&I 2024)に参加した。また、実装科

学に関する全国研究組織である N-EQUITY 代表の

島津太一氏等の研究者と意見交換を行った。 

 

南関東ブロック：血清クレアチニン測定と eGFR値

計算のセット化、尿蛋白/クレアチニンオーダー

の簡便化を目指す。 

 

東海ブロック ：CKD診療ガイドライン 2023、CKD

診療ガイド 2024 で推奨されている標準診療を診

療連携体制構築の一環として普及促進を行う。 

 

近畿ブロック：大阪府では、大阪府の 5大学およ

び主要拠点病院の腎臓専門医と大阪府内科医会

会長が世話人となり、大阪慢性腎臓病対策協議会

(O-CKDI)発足後、大阪府における CKDの普及啓発、

地域連携の構築に取り組んできた。2015年のアン

ケート結果から、CKD診療ガイド 2012に沿った治

療の普及の必要性があると考えられたことから、

大阪府内科医会と連携して、CKD 連携紹介基準を

作成し、この紹介基準の監修に O-CKDIも関わり、

大阪府内科医会会員にも周知している。その後、

エビデンスに基づく CKD 診療ガイドライン 2018

発刊に伴い、CKD 連携紹介基準も修正している。

このような取り組みが CKD治療の実態にどのよう

な効果をもたらしたかを検証するために、2015年
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におこなったアンケート調査と同じ項目につい

て再度アンケート調査を行い、CKD 治療の実態に

変化が認められたかを報告した。腎臓専門医から

一般内科の先生方に対して、診療水準向上のため

の啓発活動を行っているが、近年新しく保険適用

となった CKD治療に対する治療薬に関する実態を

明らかにし、連携体制構築の効果、診療水準の向

上に対する効果を検証するために、調査を大阪府

内科医会の先生方に対してアンケート調査を行

うこととした。 

 

定点観測： 

旭川市：以下に定点観測結果を示す。（←は昨

年値からの変化） 

連携参加かかりつけ医におけるガイドライン普

及率：50%（←45%） 

連携体制でケア中の患者における栄養指導の実

施率：60%（←60%） 

連携体制でケア中の患者における血圧＜

140/90mmHg の 割 合 (75 歳 以 上 で は 血 圧 ＜

150/90mmHg)：65%（←60%） 

連携体制でケア中の患者における Hb11~13g/dLの

割合(75 歳以上では Hb9~13g/dL)：75%（←70%） 

連携体制でケア中の DKD 患者における HbA1c＜7%

の割合(75 歳以上では HbA1c＜8%)：40%（←50%） 

腎代替療法導入依頼患者における SDM 実施率：

100%（←100%） 

定点観測では、全ての指標が昨年と同様であっ

たが、腎代替療法導入依頼患者におけるSDM実施

率は100%を達成した。 

 

 

4 人材育成    

全国： 

１）人材育成（腎臓病療養指導士の継続的な育成）：

第8回腎臓病療養指導士資格認定に向け、認定のた

めの講習会の実施、研修記録の評価、試験応募お

よび試験の実施と認定などを順次進める。また、

本年度の資格更新対象者468名（第3回認定者およ

び前年の更新猶予者）の資格更新を進める。 

２）腎臓病療養指導士の地域差是正：各都道府県

腎臓病療養指導士の協議会（連携の会）を設立す

るための準備を行い、その支援策について検討す

る。 

３）診療報酬の普及と評価：当班の成果を中心と

するCKDチーム医療に対するエビデンスが評価さ

れ、2025年6月より新たな診療報酬「慢性腎臓病透

析予防指導管理料」が算定開始となった。今後は、

本算定を全国に普及し、評価を行ってゆく。 

４）多職種連携の推進とエビデンス構築と標準的

な教育プログラムの作成：厚生労働科学研究腎疾

患政策研究「慢性腎臓病（CKD）患者に特有の健康

課題に適合した多職種連携による生活・食事指導

等の実証研究（代表要 伸也）」（要班第2期）にお

いて、前班のエビデンスに関して追加解析・追加

調査を行い、その結果に基づいてCKDチーム医療に

関する標準教育プログラムを作成する。 

 

北北海道ブロック ：北北海道ブロックにおける

腎臓病療養士の育成を目指す。 

 

南北海道ブロック ：腎臓専門医の育成を大学病

院を中心に関連病院と連携して行う。 

 

東京ブロック：東京都港区には、区医師会と 7つ

の基幹病院間の診療連携を主な目的とする、みな

と CKD連携の会がある。その世話人は、医師会お

よび基幹病院の医師と、基幹病院の地域連携担当

者で構成されており、CKD 対策として必須な、市

民や医療者への啓発活動のマンパワー不足が課

題であった。 

 

南関東ブロック：腎臓病療養指導士会の設立や多

職種連携セミナーの開催を通したて材育成を行

う。 

 

東海ブロック ：腎臓病療養指導士の育成を目的

として、各都道府県単位で療養士同士の育成セミ

ナーを開催する。愛知県では、9 月と 3 月にセミ

ナーを開催する。 

 

中国ブロック：多職種による CKD医療連携の発展

には腎臓病療養指導士の数を増やすこと、また腎

臓病療養指導士でなくても、メディカルスタッフ

のレベル向上が重要である。 

今年度岡山県では医療従事者（看護師／保健師、

薬剤師、管理栄養士、愛育委員）を対象とした医

療従事者研修会を開催し、医療従事者の CKDに関

する医療レベル向上を図った。 

 

 
5 研究開発 

１）CKD患者数の概算 

わが国の CKD 有病者数を調査する方法として、

特定健診データ、各地のコホート研究、NDB デー

タなど、どのデータを用いるのが適切か検討した。 

CKD有病割合の推定について、集団の特性によっ

て推定値が影響を受けるため、就労世代の健保

データ、高齢世代を中心とした自治体国保デー

タの両者の分析を行う。また、健診受診者、医

療機関受診者の結果を一般集団に外挿する際に

はサンプリングバイアスの影響を考慮する必要

があるため健診受診（医療機関受診）確率を推

定し、受診確率によって重みづけしたCKD有病割
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合推定を行う。 

２）CKD対策支援用データベースの構築 

研究班のホームページで公開している CKD対策

支援データベース（収納データ：各エリアの a）

普及・啓発の取り組みと認知度(visual abstract)、

b）診療連携 体制構築の 取り組み (visual 

abstract)、c）腎臓専門医・連携協力医の所属、

d）腎臓病療養指導士数（できれば所属）、e）新規

透析導入患者数（人口当たり・年齢調整）の年次

推移）を年度ごとに更新し、CKD 対策の進捗状況

の見える化を図る。特に新規透析導入患者数は本

研究班のアウトカム評価に相当する。 

３）高齢 CKD患者の透析導入後の予後規定因子の

同定 

日本の高齢ＣＫＤ患者の透析導入後の生命予後

に関して、中長期生命予後は諸外国に比較して良

好だが、短期生命予後はほぼ同等であり、中長期

の生存が期待できない患者が導入されている可

能性が示唆される。また近年は末期腎不全患者に

対する腎代替療法の選択肢として、血液透析、腹

膜透析、腎移植に保存的腎保護療法が加わってお

り、高齢 CKD患者には短期生命予後が血液透析と

保存的腎保護療法とでほぼ同等な患者群が報告

されている。腎代替療法の選択に際し、血液透析

導入後の短期生命予後は患者と家族にとって重

要な情報となる。そこで AMED研究班「高齢腎不全

患者に対する腎代替療法の開始/見合わせの意思

決定プロセスと最適な緩和医療・ケアの構築」と

連携して高齢 CKD患者の透析導入後の短期生命予

後予測式を作成する。 

４）CKDに対する集学的治療効果の検証 

AMED 研究班「糖尿病性腎症、慢性腎臓病の重症化

抑制に資する持続的・自立的エビデンス創出シス

テムの構築と健康寿命延伸・医療最適化への貢献」

と連携し、J-CKD-DBExを用いて、CKDに対する集

学的治療（標準治療の組み合わせ）の有効性を検

証する。 

５）2006〜2019 年の日本透析医学会の統計調査

「わが国の慢性透析療法の現況」および国民健

康・栄養調査から、透析導入患者（20歳以上）と

一般住民（20 歳以上）における body mass index 

(BMI)データを男女別・年齢階級別に入手し、透析

導入患者の肥満者（日本肥満学会の基準で BMIが

25 kg/m2以上）及び、低体重（BMI が 18.5 kg/m2

未満）の割合について、その経年変化を一般住民

とともに評価した。 

６）昨年の日腎会誌に報告した 2021 年までの透

析導入率の経年変化に、2022 年と 2023 年のデー

タを加えた評価を行い、次に透析導入患者の質的

変化（腎生検割合、導入年死亡）、そして透析患者

総数の推移についても解析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

診療連携体制構築・診療水準の向上で実施した

専門医およびかかりつけ医を対象としたアンケ

ート調査については、個人情報保護の観点から適

切にデータを管理・解析するプロトコールとなっ

ており、それぞれ埼玉医科大学病院 IRB 委員会、

日本臨床内科医会倫理審査委員会で承認されて

いる。（病 2024-009、039-2312-02） 

研究開発で実施した解析は、個人情報を含まな

い公表されている集計数字を用いた解析であり、

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（文部科学省・厚生労働省・経済産業省、

令和 3 年 3 月 23 日、令和 4 年 3 月 10 日一部改

正、令和 5 年 3 月 27 日一部改正）の適用外であ

る。 

 

 

C.研究結果 

全国： 

1 普及啓発  

１）CKD普及啓発活動の推進 

各都道府県において、JKA と連携企業、行政と

協力しつつ、様々な普及啓発の試みを行った。啓

発イベントは 2024 年度に 140 回開催し、コロナ

禍以前のレベル（2019 年 128回）を上回った。 

さらに日本腎臓病協会と連携協定を締結した

製薬企業の協力のもと、新たなチャネルを通した

普及啓発活動を行った。 

 
 

２）普及啓発資材の活用と新たな展開 

研究班で作成した啓発資材「腎臓で後悔したく

ないあなたへ」「もし腎臓が働かなくなったら」

「ほっとかないでたんぱく尿」を増刷し、外来で

の配布、関連施設への配布を行った。 

啓発動画を収録した DVD を作成し、世界腎臓デ

ーに向けて関連病院で放映していただいた。 
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 これらの取り組みと並行して一般市民の CKD認

知度調査を継続して実施し、年齢層が上がるにつ

れて認知度が高くなる傾向が認められた。 

 
また 2019年から 2022年まで漸増傾向であったが、

それ以降は2023年、2024年と漸減となっていた。 

 
 

北北海道ブロック  

１）旭川市国民健康保険課と連携し、CKD と特

定健診受診の重要性を示した広告をフリーペー

パーに掲載した。 

 

 
https://www.liner.jp/freepaper/20250304/ind

ex.html#page=3 

 

２）旭川 CKDモデル事業委員会と連携し、2025年

3月 8日(土) 旭川市大雪クリスタルホールで「世

界腎臓デ― in 旭川」を開催した。腎臓専門医・

腎臓病療養指導士（看護師・栄養士・薬剤師）が

連携し、CKDの重要性を住民に周知した。市民 150

が参加し、50名に対し腎臓専門医・看護師・管理

栄養士・薬剤師が個別に健康相談を行い、大変盛

況であった。 

 

https://www.liner.jp/freepaper/20250304/index.html#page=3
https://www.liner.jp/freepaper/20250304/index.html#page=3
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世界腎臓デーin旭川ポスター 

 

南北海道ブロック ：北海道と協力し、CKD啓蒙の

動画を撮影し、北海道のホームページに掲載を行

った。また、市民公開講座、世界腎臓デーの一般

市民対象としたイベントを行った。北部 CKDネッ

トのホームページには CKD セミナーの講演動画、

栄養指導の動画＜じんくんとぞうくんのキッチ

ン（クックパッド）、じんくんぞうくんチャンネル

＞も自由に閲覧できるようにしている。また、昨

年に続き本年もさっぽろテレビ塔を世界腎臓デ

ーに緑にライトアップし、腎臓病についての広く

知る機会を作った。 

 

東北ブロック ：令和 7 年 2 月までにブロック内

の 23 医療機関（青森県 2，秋田県 2，岩手県 19）

に普及啓発用リーフレットを送付した。 

 

北陸ブロック：  
 

 
＜CKD啓発懸垂幕掲示：新潟市役所＞ 
 2025 年 2月 28日〜2025年 3月 13日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜市民公開セミナー開催＞ 
 2025年 3月 8日 
新潟・佐渡・十日町・上越・新発田・長岡 6会場 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ＜世界腎臓デー 啓発展示・配布＞ 
 2025年 3月 11日 

新潟県内セブンイレブン（440 店舗）及び県立図

書館でリーフレットの展示・配布 

 

北関東ブロック ： 

１）市民公開講座等の実施状況については、慢性

腎臓病協会 CKDイベント情報に各県の開催状況が

示されている。 

令和６年１２月２３日には、北関東各県の代表者

に加え、各県の行政の代表者ともに CKD啓発活動

の現状と課題について検討を行った。北関東各県

の状況は以下に示す通りである。 

・茨城県：腎疾患対策の活動は、茨城県、ならび

に各市長村等の出資で設立された公益財団法人

いばらき腎臓財団が中心で、役員は、茨城県医師

会会長、茨城県保健医療部長、患者代表、報道機

関代表、腎臓専門医らで構成されている。同財団

では一般向け、小中学校向けの CKD啓発出前授業

や企業、団体向けの講演会を主催、共催、後援な

どを行っている。年 2 回、Beans 等の冊子を発行
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し広報活動を行っている。 

・栃木県；全国平均よりも透析患者数が多く、糖

尿病性腎症による新規透析導入患者数も減少で

はなく、増加傾向を示している。このため昨年度

の厚労省からの補助金を活用して、県と協力して、

慢性腎臓病対策協議会を設立し、CKD 連携協力医

制度などを発足させ、普及啓発と医療連携の実現

を図っているところである。 

・群馬県：群馬県では各二次医療圏の状況に応じ

て CKD 対策を進めている。特に高崎エリアでは早

くから積極的に取り組みを行い、平成 28年に「CKD

病診連携マニュアル」を作成し、令和 6年度に改

訂を行った。また、令和 5年度からは糖尿病性腎

臓病重症化予防プログラムにならって、非糖尿病

CKD 患者の受診勧奨も開始した。さらに、特定健

診受診者に加えて後期高齢者も対象とし、受診勧

奨対象者を抽出して保健師等で対応する体制を

整えている。このような高崎エリアの取り組みを

モデルケースとして、伊勢崎エリアや前橋エリア

でも病診連携体制が整備されつつある。今後も群

馬県慢性腎臓対策推進協議会を中心に県の主導

で、エリアごとに CKD対策を推進していく方針で

ある。 

・山梨県：県と協力して CKD予防推進対策を進め

ている。山梨県では平成 27 年度より慢性腎臓病

予防対策事業を山梨県医師会への委託事業とし

て実施している。従来からの 4つの推進事業（病

診連携、人材育成、保健指導、啓発活動）を掲げ、

令和 6年度は保健指導の中でも減塩実現に向け活

動を強化している。これらを実行することにより、

令和 5年度比、今後 5年間で新規透析導入患者数

を 5％減少させることを目標にしている。病診連

携体制構築のための講習会を複数回開催し、連携

協力医の育成、保健師等の教育研修に努めると同

時に、県ホームページ等から県民への CKDの普及

啓発に努めている。 

・長野県：CKD 対策については県全体の統一した

対策ではなく、市長村単位での活動となっている。

松本市では松本市地域包括医療協議会を母体に

糖尿病性腎症重症化予防対策事業が先行して行

われ、そこに CKD 対策を加えていただき、今日に

至っている。さらに平成 29 年から厚労省の腎疾

患対策検討会報告書に基づいた、CKD 対策事業を

積極的にすすめている。松本市における医療提供

体制の整備、医療連携体制の充実を図り、松本市

腎臓病療養指導士会を結成し、コメディカルの教

育体制も整備した。この活動を全県に拡げられれ

ばと考えている。 

２）CKD の啓発を目的とした Beans については、

各県の代表者と協力して毎年更新を行い、情報を

アップデーﾄしながら、印刷配布を行っている。今

年度は約 6000 部の配布を行った。過去数年で３

万部程度の配布を行い、現在も追加での配布依頼

がある状況である。 

３）年齢、性別調整済みの人口あたり新規透析導

入患者数については、長野県が４県と比べ有意に

少なく、年次推移では長野県と茨城県は減少傾向

を示すも、他３県は確な傾向はなかった。公表さ

れている都道府県別データによると、幸福度指標

（デジタル庁）のおいて、幸福度の高い地域に新

規透析導入患者数の減少傾向を認め、Social 

capitalの影響がうかがえた。 

 

東京ブロック： 

1)事前アンケートによる「慢性腎臓病（CKD）につ

いてどの程度知っていますか。」という質問では、

症状も含めてよく知っている；14.9%（15.6%、括

弧内は令和 5年度の値）、病名だけは知っている；

22.0%（13.8%）、全く知らない；63.1％（70.6%）

であった。 

2)令和 5年度は、開催周知が十分とは言えなかっ

たことから、令和 6年度は、経営層を通じた協和

キリン社内の各種ツールでの周知とグループ会

社への周知、また、1 週間前から大手町駅構内に

以下のポスターを 10 枚貼付、さらに会場の東京

サンケイビルの HP、公式 LINE、デジタルサイネー

ジも活用して周知を行なった。事前アンケートに

よる、駅構内でポスターを見ましたか？という質

問では、見た人は 39名（17.4％）であった。 

3)腎機能チェック（血清 Cr 値簡易測定）の参加者

は 107 名であった。40～50 代が多く、血清 Cr 値

が 1.5mg/dL 以上の者はいなかった。eGFR 値に応

じたアドバイスや、健診受診の必要性の説明等も

行った。事後アンケートによる「よかったコンテ

ンツ」という質問（総回答数 75名）では、腎機能

チェック（37 名）が最も好評であった。 

4)協和キリン株式会社の産業医、会場ビルの健保

組合担当者にもご参加頂いた。 

 

 
世界腎臓デー 啓発イベントポスター 
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南関東ブロック： 神奈川県では県レベルでの取り

組みに加え、横浜市での独自の取り組みが始まっ

た。 

 

 
横浜市主催の世界腎臓デー参加型イベント 

 

 
横浜市による啓発用ポスター 

 

埼玉県でも参加型イベントを開催した。 

 
川越市の生活習慣病啓発イベント 

 

 
埼玉県で作成した CKD啓発パンフレット 

 

東海ブロック ：市民公開講座では、それぞれ 300

名近い来場者があり、計 1000人に及ぶ。新聞誌面

では、県全域に情報を届けた。 

 

中国ブロック： 

①今年度は、一昨年までの開催場所に戻して普

及啓発イベントを行った。コロナ前と同様あるい

はそれ以上に人が街を行きかう様相であり、結果

としては、昨年以上に効率的な普及啓発が達成で

きた。ノベルティグッズとして今年度はポケット

ティッシュ、普及啓発用タオルを作成し配布した

ところ、多くの人がこれらを手に取り、これらに

掲載されている二次元バーコードを通じて CKDク

イズに挑戦し回答した方が 12名いた。 

②参加者が 160名と昨年と同程度の水準で好評

であった。岡山県の栄養委員会の「野菜を食べよ

う」キャンペーンを合同で開催できた。 

③岡山市役所、市内デパートで懸垂幕の掲出を

行った。その他、岡山県内には合計で 6つの懸垂

幕を掲出することができた（岡山市役所、津山市

役所、笠岡市役所、美作市役所、新見市役所、お

よび市内デパート）。また岡山県内 27市町村すべ

てにロールアップバナーを配布しており、各市町

村でのイベント時に掲出した。岡山駅前や岡山市

内各区役所などでデジタルサイネージに動画を

放映した。今年度は初めて岡山市内の大型モール

内でポスターや動画の掲出を行った。さらに、市

内のバス、市電内にもポスターを掲出した。これ

らのポスターの二次元バーコードを通じて CKDク

イズに挑戦し回答した方が計 87 名いた。ポスタ

ー配布は、医療機関と、昨年に引き続き県薬剤師

会へ配布した。県薬剤師会では PDFによるポスタ

ー配布希望であった。昨年作成したのぼりは、各

保健所、市町村役場、病院やクリニックなどにて
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今年も掲出いただいた。 

 

九州・沖縄ブロック： 福岡市では、人工透析患

者数が R2 年以降 4000人超であり、国保に加入

する前の現役世代からの把握や、保険者の枠を

超えてた対策が必要である旨発表があった。ま

た、生活習慣病重症化予防連携推進会議を設置

したことも報告された（かかりつけ医、専門医

などが出席）。新たな取組として CKD診療ネット

ワーク試行事業（よかドック実施医療機関、協

力医療機関が登録）が開始されている。熊本市

は CKD 病診連携システムの仕組み、基準、紹介

状様式について報告があり、CKD 対策の結果、新

規人工透析者数は対策開始時 295人から徐々に

減少、しばらく横ばい・微増だったが、この 2

年でまた減少している。導入年齢は右肩上がり

で導入の先送りの効果が出ているという評価も

あるが、この 2年でまた若くなっており、ハイ

リスクアプローチと併せて若年者へのアプロー

チも重要であること、 

腎臓病療養指導士と協力してさらなる CKD啓発活

動を行っていくことが発表された。佐世保市は腎

疾患への医療費はＨ２７年度からＲ５年まで大

幅に低下（推算で総額 66億円）し、CKD啓発が功

を奏していることが発表された。また、尿蛋白定

量検査導入の効果について偽陽性、偽陰性を除外

できるようになり、県内で他の市町村でも実施す

るところが増加している。新規透析導入患者数順

位としては 27/84 (全中核市)と改善傾向にある。

今後の計画として、血圧対策の継続（高血圧ＩＩ

度以上の減少）、市民公開講座の継続実施、Ｄｘを

活用した啓発、尿蛋白定量検査実施体制の拡充、

かかりつけ医から専門医へのスムーズな紹介、受

診勧奨の基準について検討していくことが報告

された。さらに、国保加入後数か月で透析導入と

なるケースについての対策としてけんぽ組合へ

の働きかけを行い、対策の中での保健師の役割と

して、市民の主体的な活動を引き出せるような指

導、サービス提供を行うことが確認された。 

久留米市では、CKD 対策事業として対策会議が行

われ、今後の啓発活動として eGFR スロープを取

り入れる方策について話し合った。その結果、実

際に国保データベースにてスロープを利用可能

であることが報告され、現在解析を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九州・沖縄ブロック会議（R６年 12月 13日） 

 

定点観測： 

熊本市：・熊本市行政区（中央、東、西、南、北）

各地域における子供とその親世代を対象とした

啓発イベント 

・上記啓発イベントへの腎臓病療養指導士の参画 

・市内小学校児童へ配布する広報誌への CKD啓発

記事掲載（CKDシール周知も含めて） 

・LINEでの情報発信 

・市政だよりへの記事掲載 

・熊本市中心市街地大型モニターでの JKA啓発ビ

デオ放映 

・生涯教育団体所属ラジオコメンテータ―、パー

ソナリティーと桒原、腎臓病療養指導士との共演

による CKD啓発ラジオ番組放送 

 

 

2 診療連携体制構築  

１）診療連携体制の構築 

各都道府県および定点観測地域（北海道旭川市、

千葉県、岡山県美作市、熊本県熊本市）において、

日本腎臓病協会 JCKDI分科会ブロック長・定点観

測地責任者（研究分担者）と地区リーダー（研究

協力者）のリーダーシップのもと、行政および医

師会と協力しつつ、様々な診療連携体制構築の試

みがなされた。 

 連携制度の構築とその効果を検証するための

定点観測地域では、連携制度数は変動があるもの

の、連携に参加するかかりつけ医数は増加もしく

は高め安定で推移している。 

 
連携体制へ参画するかかりつけ医数の推移 

 

 また二人主治医制の下で管理される CKD患者数

も増加傾向が認められる。 

0

100

200

300

400

旭川市 千葉県 岡山県美作 熊本市

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年
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連携体制の下で管理中の CKD患者数の推移 

 

各地域における診療連携体制の構築に行政の

理解と協力を得るために、本研究班の研究分担者

と協力者（日本腎臓病協会 JCKDIブロック長と都

道府県代表者）と行政担当者との意見交換会をブ

ロック単位で開催した。 

・北・南北海道ブロック 令和 6年 11月 28日 

・東北ブロック 令和 6年 11月 6日 

時間：15：00〜17：00 

場所：TKP ガーデンシティ仙台  カンファレンス

ルーム 21E 

・北関東ブロック 令和 6年 12月 23日 

時間：17:00-18:00  

Web 開催 

・南関東・東京ブロック   令和 6年 12月 15日 

時間：10：00~12：00 

場所：ステーションカンファレンス東京 

・北陸ブロック 令和 6年 11月 24日 

時間：13：00～15：00 

場所：大宮ソニックシティ 7 階 701 会議室（ハ

イブリッド開催） 

・東海ブロック  令和 6年 11月 27日  

時間：18:00～20:00 

場所:TKP ガーデンシティ PREMIUM 名古屋ルーセ

ントタワー 

・近畿ブロック    令和 6年 11月 10日  

時間：13:00～15:0 

場所：TKP ガーデンシティ PREMIUM大阪駅前 

・中国ブロック   令和 6年 10月 11日 

時間：15:00~17:00 

場所：岡山コンベンションセンター301 号室 

・四国ブロック   令和 6年 11月 1日 

時間：16:00~17:30 

Web 開催 

 
（四国ブロック意見交換会 令和６年１１月１

日開催） 

・九州・沖縄ブロック 令和 6年 12月 13 日 時

間：16:00～18:00 

場所： TKPガーデンシティ博多駅前 

 

２）紹介基準の普及 

日本腎臓学会が日本医師会の協力のもとで作

成したかかりつけ医から腎臓専門医への紹介基

準が作成されている。（エビデンスに基づく CKD診

療ガイドライン 2023(東京医学社)） 

 
日本臨床内科医会が日本腎臓学会との合同企

画として実施したかかりつけ医を対象とする CKD

診療実態アンケート調査の結果では、2019年度に

腎臓専門医への紹介が最も多い CKD ステージは

G3b 、次 い で G4 であ った 。 (J Clin Med 

2022;11:4779)。しかし 2024年度の調査では、G4

ステージが増加して最も多くなり、また G5 ステ

ージも増加しており、より進行したレベルまでか

かりつけ医が単独で診療する傾向が認められた。 

 
かかりつけ医が腎臓専門医に紹介すべきと考え

る CKDステージの推移（日本臨床内科医会） 

 

一方、日本腎臓学会が実施した腎臓専門医アンケ

ート調査の結果、かかりつけ医との連携を開始す

0
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べきと考える CKDステージは、2019年度では最多

が G3b(38.6%)、ついで G3a(26.8%)であった。2024

年度では G3b(45.3%)、ついで G3a(22.7%)となっ

ており、G3b ステージで連携を開始すべきという

意見が半数近くを占めている。 

 
腎臓専門医がかかりつけ医と連携を開始すべき

と考える CKD ステージの推移（日本腎臓学会） 

 

以上のように、かかりつけ医と腎臓専門医間に

紹介・連携すべきと考える CKD患者ステージに格

差があり、集学的治療などの標準治療の有効性を

最大化するためには、G3b（eGFR30～45）での紹介

をさらに推進すべきと考えられた。そこで厚生労

働省健康・生活衛生局難病対策課・がん疾病対策

課と協力し、かかりつけ医向けの簡便な紹介基準

のパンフレット「腎臓の異常を疑ったら」を作成

し、その中で eGFR＜45 からのかかりつけ医から

腎臓専門医への紹介を推奨した。本パンフレット

は本研究班班長の岡田浩一が企画・監修した日本

医師会雑誌特集号「病診連携と多職種で取り組む

日本の CKD対策」(2024年 7月号)とともに全国の

医師会員に向けて配布した。 

 
 

３）診療連携プログラムの構築と横展開の推進  

定点観測地域および他の好事例エリア（大阪府、

沖縄県南城市）に関して、それぞれの取り組みを

構造化した診療連携体制構築プログラムを作成

し 、 HP に 公 開 し た 。（ https://ckd-

research.jp/regional/ ） 

 

 
（旭川市 CKD診療連携体制構築プログラムの１ペ

ージ目） 

 
（千葉県 CKD診療連携体制構築プログラムの１ペ

ージ目） 

 
（大阪府 CKD診療連携体制構築プログラムの１ペ

ージ目） 

 
（岡山県美作市 CKD診療連携体制構築プログラム

の１ページ目） 

https://ckd-research.jp/regional/
https://ckd-research.jp/regional/
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（熊本市 CKD診療連携体制構築プログラムの１ペ

ージ目） 

 
（沖縄県南城市 CKD診療連携体制構築プログラム

の１ページ目） 

 

北北海道ブロック ：旭川市医師会会員に対し、以

下の資材(A4版)を配布した。 

 
 

南北海道ブロック：南北海道ブロックは札幌、

道南エリア、十勝エリア、釧路エリア、胆振エ

リア、北見エリアに分かれている。各々のエリ

アで地域の特性にあった病診連携を構築するこ

とが必要である。 

札幌エリアでは人口が多いため、北部、西区、

手稲区、南区、新札幌〜恵庭と更に地区ごとに分

かれ、地区ごとの連携の勉強会、意見交換会を行

った。札幌北部 CKDネットは、札幌の中央区、東

区、北区、石狩市という広い範囲をカバーしてい

る。ホームページに腎臓専門医の予約方法や情報

共有シートも掲載しており、より連携がしやすい

方法を構築した。 

2024年 11月 28日には南北北海道合同で令和 6

年度北海道ブロック慢性腎臓病対策会議を開催

した。さっぽろ北部 CKDネット、くしろ CKDネッ

ト、旭川圏糖尿病性腎症重症化予防協議会の活動、

上川北部圏域における糖尿病性腎症重症化予防

について、発表いただき、その後南北海道/北北海

道に分かれてディスカッションを行った。旭川市

国民健康保険課、上川町、美瑛町、剣淵町役場、

旭川市保健所健康推進課、下川町、北海道庁、深

川保健所、浦河保健所、北海道釧路保健所、東神

楽町、浜中町役場、釧路町、美瑛町、苫前町、北

広島市、白糠町、訓子府町、羅臼町、南富良野町、

足寄町、江別市、黒松内町、池田町、苫小牧市、

北斗市、登別市、北海道渡島保健所、洞爺湖町、

和寒町、中頓別長、夕張市、上川保健所、中標津

保健所、倶知安保健所、江別保健所、静内保健所

など多くの地域の自治体、保健所が参加いただき、

現在の問題点、今後の課題などについての情報共

有を行った。 

 

東北ブロック ： 

1．対策の総論の共有 

研究分担者より以下の事項を出席者と共有した。

①「腎疾患対策検討会報告書（平成 30 年 7 月）」

の全体目標、成果目標（KPI）、対策の個別施策の

5本柱の病期に応じた腎疾患対策の全体像，②「腎

疾患対策検討会報告書（平成 30 年 7 月）に係る

取組の中間評価と今後の取組について（令和 5年

10 月 ） 」 （ https://www.mhlw.go.jp/ 

content/10905000/001162562.pdf）の現状及び中

間評価の概要、個別施策ごとの更に推進すべき主

な事項，③東北各県の医療資源の現況の一例とし

ての腎臓専門医数と腎臓病療養指導士数の経年

変化。 

 

2．地域における取り組み事例の紹介（青森県、山

形県） 

1）弘前大学の中村典雄先生から青森県の取組に

関して下記の説明があった。 

• 腎不全、糖尿病の死亡率，糖尿病関連糖尿病

による透析導入率が全国平均より高い一方

で、腎臓専門医は人口比で全国最少である。

腎臓病デー等の啓蒙活動はコロナ禍以降停

滞を余儀なくされた。地域の医療提供体制は

基幹病院に腎臓内科外来（週 1回から月 1回）

を開設し、精査加療の必要な腎疾患は基本的

に弘前大学腎臓内科に集約する体制をとっ

ている。八戸エリアでは岩手医大と協力して

体制を整備している。 

• 医療資源が乏しいことを前提とした医療提

供体制の構築が取組の中心であり、地域のか

かりつけ医にもできるだけ CKD診療を担って

いただくことをコンセプトに尿所見や腎機

能評価のスキルアップのための啓蒙を進め

ている。LINEを活用したかかりつけ医と腎臓

専門医のコンサルテーションシステムも試

かかりつけ医、産業医向けの資材配布（A4版ラミネート加工）

市内腎臓専
門医リスト

CKDの
定義

CKD
紹介基準
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行している。 

• 現在、青森市でかかりつけ医と腎臓専門医が、

連携のためのフローチャート、医師/看護師/

管理栄養士等多職種による評価シート、管理

や薬物療法の具体的な資料マニュアルなど

を使用し、比較的進行した CKDも可能な限り

かかりつけ医がフォローしながら専門医と

適切に連携する連携パスの仕組みを構築中

で、近日中にキックオフミーティングに進む

予定である。 

 

2）山形大学の今田恒夫先生より山形県の取組に

関して下記の説明があった。 

• 山形市以外では常勤腎臓専門医はおらず非

常勤による診療が中心で基本的には専門医

以外が CKDを診療することが前提となり、地

域では「みんなの CKD」という意識付けが必

要である。山形県でのコホート研究の成果等

も踏まえると、アルブミン尿定量を行うと

CKD は実際にはもっと多く、CKD 患者のほと

んどは専門医がカバーしきれておらず、実際

には 98％をかかりつけ医にお願いしている

のが現状と考えられる。山形県では全国と比

較して高血圧、糖尿病、心血管疾患が多いが

透析患者は少ない方である。腎臓専門医のい

ない地域では尿検査、eGFRの評価が正しく行

われておらず、CKD のリスク管理が適切に行

われず合併症のため透析導入以前に死亡し

ている可能性が高いとみている。 

• 地域のかかりつけ医とのコミュニケーショ

ンの改善に取り組み、専門医への紹介時に紹

介の目的や紹介後のフォロー方針への希望

（かかりつけ医での継続フォロー、併診、専

門医への移行など）を明示していただくこと

で紹介トラブルが減った。紹介の受け手のマ

ンパワーが足りないため、最低限尿蛋白 2+以

上や eGFR の年間 5mL/min/ 1.73m2 以上の低

下を示すハイリスク例は即、専門医に紹介す

るよう啓蒙している。かかりつけ医でできる

だけ検尿、eGFRを定期的に診ていただくこと

が重要である。 

• 行政の CKD/糖尿病性腎症重症化予防プログ

ラムへの取組には市町村で濃淡があり、レセ

プトで未受診例，受診中断例，通院中の管理

不良例を抽出し、ターゲットをピンポイント

に絞って濃厚に介入している市町村は効果

が出ているようである。健診データから eGFR

の経年変化の近似直線を図示し、住民に透析

導入予想日を示した連絡票を送付すること

により腎臓専門外来への受診につながって

いる自治体がある。 

• 県薬剤師会の事業として eGFR<30を対象にお

薬手帳への CKDシール貼付の事業が行われて

いる。医師会、薬剤師会の組織力で急速に普

及し、約 1 万枚の貼付で約 30 件の疑義照会

等の何らかの対応があった。県薬剤師会提供

の「連携お薬手帳」では表紙に CKD、糖尿病、

抗凝固・抗血小板薬使用を表示し、注意喚起

できるようになっている。 

• 山形大学 Well-being 研究所の事業として山

形県内のコホート研究の成果を活用し、個人

の状況に合わせた生活習慣への介入や健康

管理を意図としたアプリを開発した。健診結

果入力による健康予測（死亡、脳梗塞、心筋

梗塞、がん、要介護のリスク）、プッシュ通知

による受診勧奨、日常の習慣、心身の状態の

入力に対する生成系 AI によるコメント，ア

ドバイス，市町村独自の健康情報提供（イベ

ントなど）などが可能となっており、健診放

置例などへの訴求が期待されている。 

 

3．自治体担当者を交えたグループディスカッシ

ョン 

各県・政令市の対策の現状を 1）普及啓発、2）

地域における医療提供体制の整備、3）診療水準の

向上、4）人材育成の視点から共有し、今後の方向

性について議論を行なった。主な発言は次の通り。 

1）普及啓発 

• チラシ作成 8万枚を作成し一般市民や薬局向

けに配布したが効果は不明。（福島県） 

• DKD や肥満関連の普及啓発に取り組んだが地

域による取り組みの差が見られた。（宮城県） 

 

2）地域における医療提供体制の整備 

• 開業医が高齢化，開業医確保が難しい。人手

がないのを前提に CKD診療体制を構築する必

要がある。コメディカルの育成も進んでいる

が十分でない。 

• CKD 病診連携事業を医師会と協力して展開中。

（仙台市） 

• 病診連携のための紹介フォーマットを使用

した連携の取り組みをしているが、かかりつ

け医からは可能な限りの簡素化を求められ

ている。（福島県，仙台市） 

• 新規薬剤の登場により今後は G3bではなくよ

り早期の G3aでの専門医との連携により方針

決定のもとかかりつけ医との診療連携体制

が必要。（福島県ほか） 

• 医療機関に所属しないフリーランスの腎臓

専門医が存在し一役買っており、そのような

人材の活用も考えられるのではないか。（宮

城県） 

• 専門医療機関の診療時間、診療内容のリスト

を作成し公開している。（仙台市、岩手県） 

• 東北は移動距離が長く時間的ロスが避けら

れないため、遠隔医療の活用が望まれる。 
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• 糖尿病性腎症重症化予防事業に eGFR<45での

受診勧奨を含め CKD 対策も加味している。

（青森県） 

今後の対策の方向性について 

• 人口減少社会にあって豊富な事業や潤沢な

人材を投入し対策の先進地域に追いつこう

とする戦略は今後困難となるのではないか。

東北地方でできていないことは今後他地域

もできなくなると考えるべきで、我々ができ

ていないことが「遅れていることだ」という

考えにならないようにすることが大事であ

る。（福島県） 

• 会議に関しては東北では移動距離を考慮し

WEB 等を有効に使い、むしろ回数を増やし密

なコミュニケーションを取る機会を増やす

ようにした方がよいのではないか。（宮城県） 

 

北陸ブロック ：それぞれの CKD 対策の取り組み

は各県単位で、地域の医療状況に合わせた形で推

進された。またそれらの情報を共有することによ

り、改善が進むため、今後の効果が期待される。 

 

東京ブロック：患者および医療者への CKDや高血

圧の啓発効果を期待し、同大付属 4病院内の全診

療科、関連企業や施設、東京都予防医学協会、協

会けんぽ東京支部、港区医師会等に計 2万冊を進

呈した。また、付属 4病院の通院患者には、初版

の 2500 冊を 1冊 200円（税込）で販売した。令和

6 年度末時点で完売間近となり、増刷の準備を開

始した。 

 

南関東ブロック： 神奈川県は令和５年に厚労省

モデル事業に採択されたのち、引き続き横浜市が

主体となった横浜 CKD診療連携モデルとして、ヘ

ルスデータ駆動型の CKD診療連携モデルを金沢区

で先駆的に展開している。 

 

横浜市金沢区ヘルスデータ駆動型の CKD 診療連

携モデル 

 

 

本モデルで使用されている紹介基準と診療情報

提供書 

 

埼玉県では基幹大学病院と医療圏内地区医師会

との間で連携体制を構築している。 

 

埼玉県内の大学病院と連携体制を構築している

市町村医師会 

 

 

埼玉県内で使用している CKD診療連携パス 

 

 千葉県も本研究班の定点観測地域として厚労

省のモデル事業に採択され、全県を挙げた対策
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が進んでいる。そこには千葉県庁（対策協力医

リスト、専門医リストの公開）、千葉医師会（対

策協力医への手上げ）、千葉県国民健康保険団体

連合会（ハイリスク患者の抽出）、薬剤師会や栄

養士会の協力が連携してとられている。 

 

千葉県における CKD重症化予防対策の全体像 

 

 

千葉県で運用されている CKD診療情報提供書 

 

東海ブロック ：CKD診療連携モデル事業構築に際

し、腎臓専門医が充足していない地域では、かか

りつけ医（医師会）の役割が重要であり、併せて

CKD 診療の標準化が重要であることを確認した。

横展開を行うため引き続き協議を重ね、必要時に

各都道府県において各層の助力を行う事を確認

した。 

健診結果等を用いたデータベースの構築と解

析が今後の CKD診療の改良に有用である事を確認

し、実現に向けて意見交換を行なった。 

 

近畿ブロック：尿蛋白患者(尿蛋白≧2+)における

医療アクセス率に関して、対象者が 10 人未満の

市町村区を除外したところ 56 市町村区が解析対

象になった。上位市町村区の医療アクセス率は豊

能町の 61.1%であるのに対し、下位市町村区では

大阪市 A区の 18.2%であった。B市を基準とした

場合に C 町の多変量補正ハザード比は 2(95%信頼

区間は 1.02-3.91)であり、大阪市 D区の多変量補

正ハザード比は 1.85(95%信頼区間は 0.9-3.82)で

あった。一方で堺市E区の医療アクセス率は20%、

多変量補正ハザード比は 0.45(95%信頼区間は

0.11-1.88)であり、大阪市 A区の多変量補正ハザ

ード比は 0.4(95%信頼区間は 0.1-1.67)であった。  

尿蛋白患者(尿蛋白≧3+)における医療アクセス

率に関して、対象者が 10 人未満の市町村区を除 

外したところ 13 市町村区が解析対象になった。

上位市町村区の医療アクセス率は F 市の 72.7%で

あるのに対し、下位市町村区では G市の 26.3%で

あった。B 市を基準とした場合に F 市の多変量補

正ハザード比は 1.79(95%信頼区間は 0.68-4.74)

であり、堺市 H区では 1.73 (95%信頼区間は 0.59-

5.01)であった。一方で I 市の医療アクセス率は

38.1%、多変量補正ハザード比は 0.89(95%信頼区

間は 0.34-2.35)であり、G市の多変量補正ハザー

ド比は 0.69(95%信頼区間は 0.23-2.12)であった。 

 

中国ブロック：R6年度には、県内７つの CKD-NET

で、医師会、行政、薬剤師、薬剤師、管理栄養士

や栄養委員会などと協力した CKD診療連携体制を

発展させるべく、各ネットワークで活動を展開で

きた。 

ブロック会議においては、各県内での CKD対策

の取り組みと進捗状況を共有することができた。 

 

定点観測： 

旭川市：以下に定点観測の結果を示す。（←は

昨年値からの変化） 

連携体制に参加している腎臓専門医数：14（←12） 

連携体制に参加している専門医療施設数：4（←4） 

連携体制に参加したかかりつけ医数：96（←84） 

連携体制に参加している他職種（保健師、腎臓病

療養指導士）：12（←8） 

紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ）：182（←

165） 

紹介基準に沿った紹介患者数（黄色枠での紹介数、

eGFR>45での紹介数）：72（←75） 

腎代替療法の導入依頼患者数：18（←18） 

逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ）24（←

25） 

病診連携（二人主治医制）でフォロー中の患者総

数（連携患者数）：20（←15） 

昨年と比し、各指標は昨年とほぼ同様であった

が、連携体制に参加している専門医数、かかりつ

け医数は増加した。 

 

千葉県 ： 

①令和７年２月現在、すべての千葉県内郡市医

師会には1人以上のCKD対策協力医が県内で計252

名養成された。②令和6年には4,178枚のCKDシー

ルが添付された（令和4年からの3年間で12,378

枚）。令和6年、このシールをもとに126件の疑

義紹介が行われた。また千葉県薬剤師会は「千

葉県薬剤師会公認CKD協力薬局制度」を開始し、

現在９３薬局が参加となっている。③千葉県CKD
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重症化予防対策に取り組む市町村が、千葉県54

市町村中、令和3年 20、令和4年 22、令和5年 

32市町村、令和6年35市町村と増加した。健診か

らCKD対策協力医への紹介も年々増加している。

また腎臓専門医への紹介件数も増えている。

④千葉県栄養士会から管理栄養士をかかりつけ

医に派遣し栄養指導を行う体制が構築され、契

約医療施設が8件となった。 

またこれらの CKD重症化予防対策は毎年進展し、

令和 6年千葉県栄養士会から管理栄養士をかかり

つけ医に派遣し栄養指導を行う体制が構築され、

契約医療施設が 8件となった。 

 

岡山県美作市：美作 CKD-NETは、岡山県北部の山

間部に位置するエリアの医療連携ネットワーク

であり、以下本年度の調査結果を記す。 

 

 
＜診療連携体制の実際＞ 

 

 
＜診療連携による医療水準の向上＞ 

（二人主治医制を取っている患者に関するデ

ータ） 

 

熊本市：コロナ禍以来途絶えていた熊本市 CKD対

策推進会議を 5年ぶりに開催。行政、専門医、医

師会、薬剤師会、熊本県腎臓病療養指導士連絡協

議会、保険者など以前よりも参加対象となる領域

を拡大して開催した。 

 

 
3 診療水準向上 

１）標準治療の普及 

各都道府県および定点観測地（北海道旭川市、

千葉県、岡山県美作市、熊本県熊本市）において、

日本腎臓病協会JCKDI分科会ブロック長・定点観

測地責任者（研究分担者）と地区リーダー（研究

協力者）のリーダーシップのもと、行政および医

師会と協力しつつ、様々な診療水準の向上の試み

がなされた。 

かかりつけ医向けの CKD 診療ガイドは、CKD 診

療ガイドライン 2018 が専門医およびかかりつけ

医に向けて改訂出版されたことから、CKD 診療ガ

イド 2012 以降改訂がなされていなかった。しか

し大阪府での実態調査で CKD 診療ガイド 2012 に

比較し、CKD診療ガイドライン 2018がかかりつけ

医に十分普及していないことが明らかとなり（猪

阪義隆他、大阪府内科医会会誌 2021;30:70）、12

年ぶりに CKD診療ガイド 2024として 12年ぶりに

改訂出版してかかりつけ医への普及を推進した。 

 
 

日本臨床内科医会によるかかりつけ医への CKD

診療実態に関するアンケート調査では、CKD 患者

に対して検尿を行うと回答したかかりつけ医が

80%に達しており（2024年度）、重症度分類が適正

に行える情報収取がなされていた。 
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２．腎専門医への紹介件数(延)

単年度 積算

連携体制に参加している腎臓専門医数 4
連携体制に参加している専門医療施設数 10
連携体制に参加したかかりつけ医数 90
連携体制に参加している他職種（保健師、腎臓病療養指導士） 薬剤師、保健師

紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ） 38
紹介基準に沿った紹介患者数（黄色枠での紹介数、eGFR>45での紹介数） 21
腎代替療法の導入依頼患者数 4
逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ） 28
病診連携（二人主治医制）でフォロー中の患者総数（連携患者数） 147

連携参加かかりつけ医＊におけるガイドライン普及率 91.20%
連携体制でケア中の患者における栄養指導の実施率 51.00%
連携体制でケア中の患者における血圧＜140/90mmHgの割合(75歳以上では血圧＜150/90mmHg) 81.60%
連携体制でケア中の患者におけるHb11~13g/dLの割合(75歳以上ではHb9~13g/dL) 87.80%
連携体制でケア中のDKD患者におけるHbA1c＜7%の割合(75歳以上ではHbA1c＜8%) 85.40%
腎代替療法導入依頼患者におけるSDM実施率 75.00%
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また経口 HIF-PH 阻害薬が保険収載となり、かか

りつけ医でも腎性貧血管理に直接関与する機会

が増えている現状での目標ヘモグロビン値に関

しては、2019 年度に比較して 2024 年度では標準

治療として推奨されている>10g/dL と回答したか

かりつけ医が 40%から 76%へと著明に増加してお

り、CKD 診療水準の向上が示唆された。 

 
 

定点観測地域では、連携制度内で管理された

CKD患者における標準治療の達成率は漸増傾向を

しますか、高い状態が維持される傾向が認められ

た。 

 

連携体制の下での標準治療の達成率（千葉県） 

 

連携体制の下での標準治療の達成率（岡山県美作） 

 

２）eGFRスロープを用いたCKDの重症度評価と治

療効果判定の推進 

蛋白尿を伴わない CKD（腎硬化症など）では

CKD重症度分類による重症度判定が困難で、また

治療介入効果の見える化（蛋白尿の減少など）

が難しいために患者のアドヒアランスの低下を

招くことがある。そこで CKD治療効果のハード

エンドポイント（血清クレアチニン値の倍加な

ど）に代わるサロゲートエンドポイントとして

日本人 CKD患者の治療効果判定に有用とされる

eGFRスロープの変化（傾きの差分）を簡便に計

算できる機能を本研究班ＨＰに装備した。

（https://ckd-

research.jp/admin/calculate_egfr/ ）差分が

0.5ml/分/1.73m2/年以上ある場合、有意な腎イベ

ント抑制（CKD進展抑制）効果と判定できる。 

 
eGFRスロープ簡易計算アプリの出力画面 

 

南北海道ブロック ：CKD診療に必要な情報をか

かりつけ医に対して CKD 診療 2024、CKD 診療ガ

イドライン 2023に基づき、多くの講演会、勉強

会を行った。 

通常、CKD に興味のあるかかりつけ医ばかりが

参加する事が多いため。他疾患を専門とするかか

りつけ医が参加できるように、糖尿病、循環器、

消化器などのセミナーとコラボレーションする

ことで、これまで CKDのセミナーに参加した事の

ないかかりつけ医が参加できるようになった。 

 

東北ブロック ：医師会での DKD研修会を実施し、

かかりつけ医のレベルアップを図っている。 

リーフレットの活用や医師会や製薬企業と連

携した地域単位の講演会を重ねている。（青森県） 

紹介状の返事を充実させることにより、かかり

つけ医の診療水準向上に繋げるよう努めている。

（青森県，秋田県） 

県から県医師会への委託事業として県内全郡

https://ckd-research.jp/admin/calculate_egfr/
https://ckd-research.jp/admin/calculate_egfr/
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市医師会で年 1回、医師、医療スタッフ、市町村

担当者を対象とした糖尿病性腎症/CKD 重症化予

防研修会が定期的に実施されている。（岩手県） 

保健所ごとに好事例を収集し検討会を実施し

ている。（秋田県） 

 

東京ブロック： 

1)がんや精神科領域を中心に、個々に行なわれて

いる EBI の実践活動を体系化し、実装の促進・阻

害要因を分析した研究が多数報告されていた。そ

れにより、実践での経験知を好事例にとどめるの

ではなく、エッセンスを抽出して他の現場に還元

することが可能となる。 

2)理想的な環境下で有効であっても、日常のプラ

クティスの現場で行うと効果が出ない「電圧降下」

は避けられない現象ではあるが、実装研究により

どの程度の電圧降下が起こるかの確認や、社会実

装の実施可能性や問題点を明らかにできる。 

 

南関東ブロック：血清クレアチニンオーダー時の

eGFR 値同時併記および尿蛋白/クレアチニンのオ

ーダーが簡便にできて CKD診断が確実に行える医

療体制の確立をめざして、千葉県医師会雑誌に検

査会社との契約依頼書ひな形を掲載し、医師会員

に配布した。 

 
 

 
検査会社との契約依頼書ひな形 

 

東海ブロック ：各地域において開催される学会、

研究会、講演会において普及活動を行った。CKDの

集約的治療と併せて、他職種連携の有効性を啓発

した。 

 

近畿ブロック： 

1. SGLT2阻害薬 

197 名のうち、CKD 患者に SGLT2 阻害薬を処方し

ているのは 67.5%、DKD 患者のみに処方している

のは 16.8%であった。SGLT2 阻害薬を新規処方す

る eGFR の目安は eGFR60 以上が 7.8%、30 以上が

75.3%、15以上が 15.7%であった。CKD患者に SGLT2

阻害薬を処方する目的は、蛋白尿抑制(49.7%)、

CKD 進展抑制(93.5%)、心血管病抑制(62.7%)であ

った。SGLT2 阻害薬を新規処方後、血液検査・尿

検査をするのは、2週間後(7.1%)、1か月後(52.1%)、

2か月後(23.1%)であった。SGLT2阻害薬を高齢者

に処方する場合の注意点として、フレイル・サル

コペニア(47.3%)、脱水(78.1%)、尿路感染症

(75.1%)、低栄養(24.3%)、ケトアシドーシス

(22.5%)が挙げられた。 

2. HIF-PH阻害薬 

今回の調査では、大阪府内科医会の先生方は ESA

製剤を 70.6%、HIF-PH 阻害薬を 54.8%、経口鉄剤

を 61.9%、静注鉄剤を 26.9%を処方しており、専門

医へ紹介と回答したのは 15.7%に過ぎず、腎性貧

血治療に積極的に取り組んでいる実態が判明し

た。また、腎性貧血の治療開始 Hb 値として 10.0

～10.9g/dL、9.0～9.9g/dLと回答したのが、それ

ぞれ 23.9%、42.1%であったが、8.0～8.9g/dLある

いは 8.0 g/dL 未満と回答した会員は 18.8%、5.6%

で、専門医へ紹介と回答したのは 23.9%であった。 

HIF-PH 阻害薬新規処方後の血液検査は 2 週後が

14.5%、1か月後が 53.2%であった。HIF-PH阻害薬

処方前後の血液検査項目では鉄動態を調べるマ

ーカーである TSAT、フェリチンの評価、特に TSAT

の評価が十分とは言えなかった。 

HIF-PH 阻害薬は併用薬についても注意が必要で

あるが、併用薬に気を付けていると回答したのは

43.4%であった。HIF-PH 阻害薬投与前後の眼科受

診を全患者ないしは糖尿病患者のみに行ってい

ると回答したのは、それぞれ投与前 2.4%, 36.6%、

投与後 3.3%, 30.3%であった。HIF-PH阻害薬を開

始前に何らかの悪性腫瘍の精査を行っていると

回答したのは 9.8%、問診のみと回答したのは

51.2%であった。 

 3. MRA 

今回の調査で MRAを CKD患者に処方しているのは

33%、DKD患者にのみ処方しているのが 3.6%、高血

圧患者にのみ処方しているのが 22.8%であった。

現在、MRA にはステロイド構造を持つスピロノラ

クトン、エプレレノンと、非ステロイド型のエサ

キセレノンとフィネレノンの 4つの薬剤があるが、

ステロイド系、非ステロイド系 MRAを優先して処

方しているのはそれぞれ 4.0%、41.1%であった。 

また、CKD 進展抑制(76.0%)、蛋白尿抑制(48.8%)
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とともに、心血管病抑制(70.4%)が MRA 処方の目

的として挙げられていた。しかし、MRA を処方す

る際の注意事項として高カリウム血症があげら

れる。MRA を新規処方後、2/3 の会員は 1 か月以

内に血液検査・尿検査をしていたが、1/3 は 2 か

月以降であった。また、クレアチニンやカリウム

値については、ほぼ 100%検査されていたが、尿蛋

白定性は 44.4%、定量は 26.6%に過ぎなかった。 

4. カリウム低下薬 

2021 年の CKD 治療の実態調査ではカリウム低下

薬を処方していた会員は 28.9%であったが、今回

の調査では 65.5%の会員がカリウム低下薬を処方

していた。高カリウム血症を呈した CKD患者の対

応としては、食事指導が 78.2%、カリウム低下薬

を処方するのが 70.1%であったが、RAAS阻害薬を

中止・減量するのも 42.6%で、専門医へ紹介は

40.6%であった。CKD患者の高カリウム血症の治療

を開始する血清カリウム値として 5.5mEq/L 以上

と回答したのが 45.2%、CKD 患者における血清カ

リウム値の管理目標として5.0mEq/L未満が49.2%、

5.5mEq/L 未満が 24.9%であった。 

5. ARNI 

ARNIを高血圧合併症例に処方しているのは 58.9%、

心不全合併症例に処方しているのは 52.8%で、処

方していないのは 29.9%であった。また、降圧効

果や心不全抑制を目的として ARNI を処方する会

員が多かった。ARNIを新規処方する CKD患者の腎

機能は、eGFR 30以上大半であっ。 

高血圧合併 CKD患者に対する降圧薬選択について、

蛋白尿を伴う場合、心不全を伴う場合、糖尿病を

伴う場合、難治性高血圧を伴う場合の処方薬剤上

位 3つの実態を調査したところ、蛋白尿を伴う場

合は、ほぼ全員が ARBを投与していた。心不全を

伴う場合、ARB の投与はやや減少していたが、β

遮断薬、ARNI、利尿薬を処方する会員が増加して

いた。心不全患者では fantastic four とされる

β遮断薬、ARNI、MRA、SGLT2阻害薬が推奨されて

いるが、MRA を選択した会員は上記薬剤に比べる

と少なかった。利尿薬は心不全治療に推奨されて

いる薬剤ではないが、体液過剰により処方してい

るものと推察される。一方、糖尿病を伴う場合は

β遮断薬、利尿薬を処方する会員が少なかった。

おそらくはこれらの薬剤処方に伴う副作用を懸

念したものと思われる。難治性高血圧を伴う場合

は Ca拮抗薬、ARNI、MRAを処方する会員が増加し

ていた。 

 

定点観測： 

熊本市：熊本市 CKD病診連携対策において発足当

初より用いてきた紹介状様式について、最新のガ

イドラインを踏まえたアップデートを行った。具

体的には SGLT2 阻害薬、非ステロイド系 MR 拮抗

薬投与の有無記載欄追加、アルブミン尿測定欄な

ど。 

 

4 人材育成 

全国： 

１）腎臓病療養指導士の継続的な育成：2024年 5

月 25 日東京医科歯科大学鈴木章夫記念講堂にお

いて認定のための講習会を開催し、現地およびオ

ンディマンドを合せて数百名の参加があった。認

定試験には 492名の応募があり、2024年 2月 4日

に認定試験を実施、受験者 388名中 387名が合格

となった。前年度までの資格認定者の合計は

2,394名であったが、今年度の資格喪失者を除き、

2025年 4月 1日現在の資格保有者は 2,635名（前

年 比 241 名 増） と なっ た。 (https://ckd-

research.jp/promotion/#sec02)  

２）腎臓病療養指導士の地域差是正：地域の実情

に見合った支援が必要なことから、各都道府県の

連携協議会の設立を進める必要がある。すでに12

府県で設立されていることが判明し、これを推進

するための支援策について検討を行った。今後は

各都道府県への設立を推進し、J-CKDIブロックと

も連携を取りつつ、地域毎nの活動を強化し、療養

士の育成や支援を一層進める。 
３）診療報酬の普及と評価：当班の成果を中心と
するCKDチーム医療に対するエビデンスが評価さ
れ、2025年6月より新たな診療報酬「慢性腎臓病透
析予防指導管理料」が算定開始となった。今後は、
本算定を全国に普及し、評価を行ってゆく。 

４）多職種連携の推進とエビデンス構築：多職種

連携の多施設共同研究（全国の24施設、3015名が

参加）により、多職種介入がCKDステージG3～G5に

おいて腎機能悪化を抑制することを報告した（Ab

e M, Kaname S, Clin Exp Nephrol, 2023, Abe 

M, Kaname S, Front Endocrinol 2023, Abe M, K

aname S, Kidney Res Clin Pract 2025）。さらに

追加解析により、ステージG3bA1を含むオレンジゾ

ーンのCKD患者にも多職種介入が有効であること、

介入前の腎機能低下が大きい群で効果が見られる

こと、介入前の蛋白尿の程度によらず効果が見ら

れることを明らかにした。教育プログラム作成Ｗ

Ｇを組織し、プログラム作成の方針と作成のため

の準備を行った。 

 

北北海道ブロック ：北北海道ブロック代表・地区

幹事と旭川市内の腎臓病療養指導士の Web講演会

を開催し、現在の活動状況の共有、今後療養指導

士を増加させるための方策について議論した。 

 

南北海道ブロック ：北海道大学病院は北海道の

中で最も腎臓専門医を輩出してる。2024年度は新

規の専門医が出なかったが、2025年から研修を受

ける 4名の専攻医が加わった。 

 

https://ckd-research.jp/promotion/#sec02
https://ckd-research.jp/promotion/#sec02
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東京ブロック：令和 5年 12月に発足し、港区の腎

臓病療養指導士を中心とした、医師・看護師・薬

剤師・管理栄養士・理学療法士など、多職種の医

療スタッフからなる、みなと腎臓を守る会との連

携体制を構築した。同会の目的は、医療機関・施

設の垣根を越えて医療スタッフが力を合わせる

ことにより、(1)腎臓病を一般のより多くの方々

に知っていただくことにより発症や重症化を予

防すること、(2)知識やスキルを高めることによ

り腎臓病患者さんに対してより効果的な療養指

導を提供すること、である。両会の連携により、

市民や医療者への啓発活動の強化につながって

いる。 

 

南関東ブロック：神奈川県で腎臓病療養指導士の

会を立ち上げた。 

 
神奈川県腎臓病療養指導士の会ポスター 

 

東海ブロック ：それぞれの研究会に、栄養士、薬

剤師、看護師、医師といった多職種が 30名程度集

まり、専門職の立場から問題となる症例について

討論を行った。 

 

中国ブロック：医療従事者向けの研究会を以下の

地域で開催した。 

①赤磐市 新人栄養委員研修会 

②美咲町 愛育委員研修会 

③新見市 愛育委員会研修会 

④矢掛町 CKD 検討会 6月、11月の合計 2回 

⑤赤磐市 愛育委員研修会 

⑥CKD オンライン研修会 7 月、11 月の合計 2

回 

⑦医療費分析研修会 6月、2月の合計 2回 

それぞれ①130 名、②120 名、③80 名、④のべ

30名、⑤54 名、⑥のべ 177名、⑦合計 190名の参

加となった。 

各研修会でのアンケート調査の結果、各研修会

参加者にとって各研修会に対する満足度は非常

に高く、ほとんどが満足した、あるいはほぼ満足

した、と回答であった。 

 

九州・沖縄ブロック ：昨年度に引き続き、対面

で熊本県腎臓病療養指導士連絡協議会定例会を

開催。療養指導士同士が独自案を出し合い、グ

ループ LINE立ち上げ、市民啓発の会についての

振り返りと次回への改善点などをメーリングリ

ストで共有するシステムなど構築している。 

 

 
5 研究開発 

１） CKD患者数の概算 

2005年のCKD患者数の調査では特定健診データ、

各地のコホート研究データが用いられている。本

調査においても、上記データを用いて、年次的な

推移などを調査することも検討したが、地域に偏

りがあることや、会社の健診データを使用するこ

とは個人情報保護の観点から利用が難しいこと

もあり、NDB データを用いた解析を行うこととし

た。NDB データを用いた解析では全患者データに

よる解析と部分抽出データによる解析を並行し

て行うこととした。また、全国規模国保組合、全

国協会けんぽ、自治体国保データでの CKD有病割

合推定アルゴリズムを設計した。 

65歳以上の高齢者については、DeSCデータを分

析し、自治体国保に所属する 65 歳～90 歳高齢者

298 万人を対象とした。年齢、性別、本人・被扶

養者、過去健診受診状況で重み計算を行い、各年

齢別に CKD の割合を求めた。65 歳から 69 歳、70

歳から 74 歳、75 歳から 79 歳、80 歳から 84 歳、

85 歳から 89 歳における CKD の割合はそれぞれ

9.6%, 13.43%, 25.47%, 36.21%, 49.41%であった。

本研究では 90 歳以上の CKD の割合は測定してい

ない。2025年 1月の人口推計概算値はそれぞれの

年代で、724万人、805万人、803万人、612万人、

396万人となり、CKD患者数はそれぞれ 69.5万人、

108.1万人、204,5万人、221.6 万人、195.2万人

となる。90歳以上の高齢者における CKD患者の割

合を 50%とすると、65歳以上の高齢者の CKD患者

数は 940 万人と推定される。30 歳から 64 歳につ

いては、全国協会けんぽデータを分析した。年齢、

性別、本人・被扶養者、過去健診受診状況、保険

料率で重み計算を行った。CKD 患者の割合は

17.08%であり、2025年 1月の人口推計概算値は 20

歳以上 64歳以下が 6815万人であり、20歳から 64

歳における CKD患者数は 1164万人と推定される。

以上からわが国における CKD 患者数は 2104 万人

と推定される。なお、重みづけの計算によって推

定値が変わる可能性があり、現在の推定値は最終

的なものではない。これらの推計からわが国の
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CKD 患者数は 2000 万人以上も存在する可能性が

あり、今後、NDB データなどのさらなる解析が必

要となる。（CKDガイド 2024） 

 

２） CKD対策支援用データベースの構築 

2023 年度に開設した研究班 HP(https://ckd-

research.jp/)中に CKD対策支援データベース

「全国の取り組み・年次推移 ー各都道府県の

腎臓病の「いま」が見えるー」(https://ckd-

research.jp/promotion/#sec02)を造設した。

 
全国の取り組み・年次推移 ー各都道府県の

腎臓病の「いま」が見えるー 

 

その中で、各都道府県の CKD対策の進捗状況

（普及啓発の取り組み、CKD診療連携の取り組

み、人口 1000人当たりの新規透析導入患者数

（男女別、年齢階級別）の年次推移、腎臓専門

医数、腎臓病療養指導士数の年次推移）を見え

る化し、研究者のみならず行政関係者から一般

市民まで広く活用できるように公開しており、

2024 年度も統計資料を更新した。2022年の都道

府県別・男女別・年齢階級別・透析導入率を計

算し、当研究班のホームページに公開されてい

る 2006 年から 2021年までの年次推移に、その

結果が追加された。前回までの結果と同様に、

透析導入率は都道府県により異なっていた。全

国レベルでは、新規透析導入患者数は 2019年よ

り 2023 年にかけて減少傾向となっている。 

本研究班 HPは 2023年２月の公開以来、順調

にユーザー数（特に新規ユーザー数）を増やし

ており、有効に利活用されていることが想定さ

れる。 

 

３）高齢 CKD 患者の透析導入後の予後規定因子

の同定 

AMED 研究班「高齢腎不全患者に対する腎代替療

法の開始/見合わせの意思決定プロセスと最適な

緩和医療・ケアの構築」が作成した日本初の保

存的腎臓療法の指針の普及を通して、透析療法

と移植以外の腎代替療法の選択肢を国民に向け

て周知をはかった。 

 
保存的腎臓療法の指針 

 

保存的腎臓療法を含む腎代替療法の選択に際

し、患者と家族に提示されるべき、血液透析を

選択した場合の短期生命予後について、そのリ

スクを算出するための日本人高齢 CKD患者用の

予後推定式を AMED研究班と連携して作成した。

後ろ向きコホート研究によって透析導入直前の

９つのリスク因子が独立して１年以内の短期死

亡に関与し、各因子に重みづけをして求めたリ

スクスコアと死亡リスクが有意に相関すること

を見出し、前向きコホート研究によって有用性

を実証した。 

 
高齢透析導入患者のリスクスコアと生存率 

(Okada H, et al. PLoS One 2024;19:e0302101) 

 

４）集学的治療効果 

 日本腎臓学会が CKD 診療ガイド・CKD 診療ガイ

ドラインを通して発信してきた標準治療の目標

達成数と CKD 進展抑制との関連性を J-CKD-DBEx

を用いて検討した結果、推奨された目標の達成数

が 6 つ以上の CKD患者群は、5 つ以下の CKD 患者

群に比較して、有意に CKD進展が抑制されていた。

https://ckd-research.jp/
https://ckd-research.jp/
https://ckd-research.jp/promotion/#sec02
https://ckd-research.jp/promotion/#sec02
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本成果は国内外の学会で報告の上で、論文化した。 

 
ガイドライン推奨の達成数と CKD進展 

（Nyma Z, et al. Sci Report 2024;14:11481） 

 

５）透析導入患者の BMI経年変化 

男性透析導入患者では、年齢調整した肥満者の

割合が 2006 年調査で 18.9％と、一般住民男性

（28.1％）よりも低かった。2019年調査でも男性

透析導入患者では 29.5％と、一般住民男性

（32.6％）よりも肥満者の割合は低かったが、そ

の増加率は男性透析導入患者が上回っていた（年

平均変化率は、男性透析導入患者で 3.36 [95% 信

頼区間、2.70～4.09]、一般住民男性は 0.87 [95% 

信頼区間、0.26～1.42]）。 

女性透析導入患者では、年齢調整した肥満者の

割合が 2006 年調査で 15.7％と、一般住民女性

（20.6％）よりも低かったが、2019年には女性透

析導入患者で 24.9％と、一般住民女性（20.6％）

よりも高くなっていた。その増加率は、女性透析

導入患者では有意な増加率を認めたのに対し（年

平均変化率 2.86 [95% 信頼区間、1.65～4.19]）、

一般住民女性では有意な増加を認めなかった（年

平均増加率 0.01 [95% 信頼区間、-0.55～0.57]）。 

年齢階級別にみると、男女とも 20 代を除く全

ての年代で透析導入患者では肥満者の割合が有

意に増加していた。2006年調査で最も肥満者の割

合が高かった年代は、男性透析導入患者は 30 代

（肥満者の割合は 35.1％）、女性透析導入患者は

40 代（23.0％）であったが、2019年調査では、男

女とも 40 代の透析導入患者で肥満者の割合が最

も高かった（男性 47.4％、女性 33.8％）。透析導

入患者で肥満者の割合増加が最も急激であった

年代は、男性は 60代（年平均変化率 6.10 [95% 

信頼区間、5.43～6.91]）、女性は 50 代であった

（年平均変化率 3.67 [95% 信頼区間、2.59～

4.79]）。これほど急激な肥満者の割合増加は一般

住民では認められず、その結果、男女とも研究期

間の最後（2019年）の時点では、60歳未満の全て

の年代で透析導入患者の肥満者の割合が一般住

民よりも上回っていた。 

一方、透析導入患者では年齢調整した低体重の

割合が男女とも有意に減少していた（年平均変化

率 男性 -2.32 [95% 信頼区間、-3.58～-1.13]、

女性 -1.59 [95% 信頼区間、-3.09～-0.04]）が、

なおもその割合は一般住民よりも遥かに高く、特

に高齢の透析導入患者で顕著であった。2019年調

査では、年齢調整した低体重の割合は、透析導入

患者では男性 10.9％、女性 21.0％と、一般住民

（男性 4.0％、女性 9.8％）の 2倍以上であった。

年代別では、低体重の割合が最も高かったのは男

女とも80代以上で、透析導入患者では男性21.9％、

女性32.0％と、一般住民（男性5.3％、女性12.1％）

よりも遥かに高かった（2019年調査）。 

透析導入の原因となった疾患（原疾患）を、糖

尿病性腎症、腎硬化症、慢性糸球体腎炎、その他

の４つに分けて検討した結果も同様で、原疾患に

よらず、透析導入患者では肥満者の割合が増加し、

低体重の割合が低下している経年変化が認めら

れた。 

 

６）日本の透析患者数の推移 

（１）透析導入率の経年変化 

昨年の日腎会誌に報告した 2021 年までの透析

導入率の経年変化に、2022 年と 2023 年のデータ

を加えた評価を行ったところ、男女とも性年齢階

級別透析導入率はさらに低下傾向にあった（下

図）。 

 

前回の検討（2006 年から 2021 年まで）では，

黒で示した 2018 年（報告書発出年）以降，男女

とも 80 歳未満では低下傾向，80 歳以上の男性で

上昇傾向であったが，今回，2022～2023 年の透析

導入率をグラフに加えると，80 歳以上の男性も

低下傾向にあった。 

経年変化を視覚的にわかりやすくするため，4 
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年毎にまとめたグラフ（下図）では，前回の検討

と同様，年々，グラフが全体的に右（高齢）の方

へシフトしており，透析導入を先送りできている

ことが示唆された。 

 

前回の検討で、黒線で示した 2018～2021 年の

4 年間では 80 歳以上の男性で透析導入率が上昇

していたが，直近の 2 年間（2022～2023 年）は

その上昇が抑えられていた。 

仮に透析導入率が現状（2023 年）のままなら，

将来推計人口（令和 5 年推計）から計算された透

析導入患者数は，2025 年 36,959 人，2030 年

37,763 人と推計され，現状（2023 年）のままな

ら目標の 3 万 5 千人以下は達成されないと考え

られた（下図）。 

 

 
しかし，この人数は，2021 年の透析導入率を用

いた前回の検討（2025 年 39,319 人，2030 年

40,213 人）や，2022 年の透析導入率を用いた計

算（2025 年 38,159 人，2030 年 38,945 人）よ

りも少なくなっていた。すなわち，年々，KPI 達

成に近づいていると考えられた。 

 

（２）透析導入患者の質的変化：腎生検割合 

2023 年の透析導入患者のうち，「生検等により

確認された原疾患」は 2,014 人（男性 1,319人，

女性 695人）と，腎生検割合はわずか男性 5%，女

性 6%であった。この割合は 2006 年から不変であ

ったが，原疾患に検討すると、慢性糸球体腎炎の

透析導入患者では，男女とも 2006 年の 8%から

2023 年の 16%へと増加傾向を認めた（下図）。 

 
一方、原疾患が糖尿病性腎症や腎硬化症では、

腎生検割合は 2006年から 2023年まで男女とも不

変であった。 

 

（３）透析導入患者の質的変化：導入年死亡 

2023年の透析導入患者のうち，導入された年に

死亡した患者数は 2,467人（男性 1,734 人，女性 

733人）と，導入年死亡割合は男女とも 7%であっ

た。透析導入日により観察期間がさまざまではあ

るが，透析導入患者 100 人のうち 7 人は透析導

入された年に死亡している計算になる。 

この導入年死亡割合は，2007 年には 9%であっ

たが，2018 年には男性 5%，女性 6% まで低下し，

その後，緩やかに上昇し，現在は男女とも 7%であ

った（下図）。 
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2022 年末調査までのデータで年齢階級別に検

討すると，導入年死亡割合は男女とも加齢に伴い

高くなり（下図），最も導入年死亡割合が高い 95 

歳以上では，男性は 31%，女性は 23%であった（2022 

年末データ）。 

 
 

経年変化をみると，男女とも 2006 年頃に比べ

て幅広い年齢層で改善していた。 

 

（４） 透析患者総数の推移 

 わが国の透析患者総数は、2022年調査で初めて

前年（349,700 人，施設調査の数字を用いた）よ

りも減少が報告された。この透析患者総数の減少

に，透析導入患者数の減少も寄与しており、その

寄与率は 20％と計算された（下図）。 

 

 

 

 

 

 

透析患者総数は，以下の式で表現できる。 

X 年における透析患者総数＝X-1 年における透

析患者総数∔透析導入患者数－透析患者死亡数―

腎移植・離脱数 

このうち，腎移植・離脱数は公表されていない

が，それ以外の数字から計算することができる。 

従って，X年における透析患者総数の前年（X-1

年）との差は，以下の式で表現できる。 

 X年における透析患者総数の前年との差 

＝X 年の透析患者総数－X-1 年の透析患者総数 

＝（X-1 年の透析患者総数－X-2 年の透析患者総

数）＋①－②－③ 

 ここで， ①は X 年の透析導入患者数－X-1 年

の透析導入患者数 

 ②は，X年の透析患者死亡数－X-1 年の透析患

者死亡数 

 ③は，X 年の腎移植・離脱数－X-1 年の腎移 

植・離脱数である。 

 透析患者総数が初めて減少した 2022 年末調査

（前年よりも 2,226 人減少）では，①2021 年と

2020年の透析患者総数の差は 2029 人，①は-828 

人，②は 2308 人，③は 1119 人であった。このう

ち，減少に寄与した 3 項目（①透析導入患者数の

減少，②透析患者死亡数の増加，③腎移植・離脱

数の増加）の寄与を 100%とすると，それぞれの寄

与率は，①20%，②54%，③26%と計算された。 

なお，②透析患者死亡数の増加のうち，感染症

死亡による増加は 662 人（寄与率は 16%）であっ

たことから，透析導入患者数の減少（寄与率は 20%）

は、それよりも大きく寄与したと考えられた。ま

た、腎移植臨床登録集計報告によれば、2021 年の

腎移植数（先行的腎移植例も含む）は 1774 例，

2022 年は 1782 例と，8 例しか増えていないこと

から，③腎移植・離脱数の増加の多くは離脱数の

増加である可能性，あるいは，③のみは計算で求

めていることから調査の誤差のようなものを含

んでいる可能性が考えられた。 

 現時点で最新の調査である 2023 年末調査でも，

透析患者総数は前年よりも 3,966人減少していた

（施設調査）。上記の計算を応用して、2024 年末

調査における透析患者総数が、前年と比べて増え
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るのか減るのかを検討した。 

2024 年末調査における前年との差は，以下の

式で表現できる。 

 2024 年の透析患者総数－2023 年の透析患者

総数＝（2023 年の透析患者総数－2022 年の透析

患者総数）＋①－②－③ 

 ここで，（2023年の透析患者総数－2022 年の透

析患者総数）は既に数字が出ており，-3,966 人で

あったことから、 

2024 年の透析患者総数－2023 年の透析患者

総数＝-3,966＋①－②－③ 

となる。①は、KPI 達成のため減少を目指してい

ることからマイナスが予測されること，②は透析

患者の高齢化に伴い死亡数の増加が予測される

ことを考えると，（2024 年の透析患者総数－2023 

年の透析患者総数）はマイナスとなる可能性が高

い。すなわち，2024 年末調査でも前年より透析患

者総数が減少する可能性が高いと考えられた。 

 

 

D.考察 

1 普及啓発  

全国  

CKD 認知度は 2022 年までは漸増傾向であったが、

2023 年以降漸減傾向となっている。これはアンケ

ート調査の方法が一部変更となり、これまでの慢

性腎臓病という病名を、慢性腎臓病（CKD）とした

ことが影響している可能性がある。一方、20～50

歳の CKD認知度がそれ以上の世代に比較して低い

レベルで推移している傾向は続いており、この世

代に向けた資材を作成し、中小企業が加盟する協

会けんぽ、マスメディア・SNS 等を通して当該資

材を発信する必要がある。 

 

北北海道ブロック ：テレビや新聞といったマス

メディアを積極的に活用し、また参加費無料の市

民公開講座による啓発手段が有用と思われた。 

 

南北海道ブロック ：北海道と連携した一般市民

向けの CKD 啓蒙の動画については、閲覧数も伸

びており、一般市民が CKD について知る機会を

作る事ができた。 

昨年より一般市民向けの講演会、イベントを多

く開催することで、1 回あたりの参加人数も増え

ており、より、一般市民が CKDに関心を持つよう

になったと考えられる。 

昨年のテレビ塔のライトアップは事前準備が

少なかったため、本年のライトアップは事前に世

界腎臓デーのチラシの配布や、マスコミへの連絡

も行ったため、多くの市民がテレビ塔のライトア

ップが腎臓病に関連するということについて認

識ができて大変よかった。2025年度は患者アンケ

ートを行い CKDについてどの程度啓蒙できている

かを確認したい。 

 

東北ブロック ：CKDの早期診断・治療を推進する

有効な啓蒙ツールとしての活用が期待される。 

 

北関東ブロック ： 

１）北関東ブロックにおいても最適な方法で普及

啓発活動が積極的に実施されている。各県とも行

政と協力し合いながら、CKD の普及啓発に努めて

いる現状を確認できた。しかしながら、現実的に

は生活習慣病（糖尿病）重症化予防の一環として

CKD を加え実施しているのが現実でもあった。５

疾病６事業に入っていない慢性腎臓病の普及啓

発活動を実行部隊として行政とともに行うため

には、この点での法的な整備の必要性を挙げる声

があった。 

２）毎年最新情報にアップデートしながらの冊子

体での患者指導用パンフレットの配布は、各地か

らの要望があった。 

３）年齢、性別調整済みの人口当たりの新規透析

導入患者数の差が出る要因については、生活習慣

の差異（運動量、食生活（野菜摂取量））以外にも

う Social capital の差異の影響が否定できず、

この点についてはさらなる検討を進める予定で

ある。 

 

東京ブロック： 

1)本イベントを知ったきっかけは（回答数 39名）、

協和キリン社内告知（16 名）に次いで、通りすが

り（10 名）、会場ビルのツール（6 名、内訳は HP

が 3 名、公式 LINE が 2 名、サイネージが 1 名）

が多く、ポスターは 1名であった。事前にポスタ

ーを見た人は 17.4%であったが、混雑した駅構内

でポスターを見ただけでは、イベントを知るきっ

かけにはなりにくかった可能性がある。 

2)企業労働者が、健診受診や受診勧奨後の受療等

について行動変容するには、企業の経営層や健康

管理者からの働きかけが重要と考えられる。そこ

で、本イベントでは一般参加者への啓発のみなら

ず、経営層や健康管理者へのアプローチを行なっ

た結果、産業医による受診勧奨に関する社内ガイ

ドライン見直しの検討や、健保組合担当者との面

談の機会につながった。 

3)運営を委託したイベント会社が、メディア等の

約 150社に情報発信し、個別電話でもアプローチ

した結果、2媒体に記事が掲載予定である。 

4)従来型の市民公開講座等ではアプローチしに

くい勤労世代への啓発が期待されている。透析導

入減少に資する啓発を、効率的・効果的に実施す

る方法を開発し、横展開する必要がある。 

 

南関東ブロック：厚労省「慢性腎臓病重症化予防

のための診療連携体制構築及び多職種連携モデ
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ル事業」への採択や県保健医療計画への CKD対策

推進に関する明記が契機となって、全県を挙げて

の CKD 普及啓発を進める機運が高まった。 

 

東海ブロック ：各会場共に収容人数を超過する

ほどの盛況となり、あらためて CKDについての関

心の深さを認識した。アンケートの解析により市

民公開講座を利用した普及活動の有効性を確認

した。また、今後のテーマ選定や資材の作成の重

要な資料となった。 

 

中国ブロック：人と人との交流が戻ってきた今年

度、CKD 普及啓発として、対面での情報共有が効

率的であることが改めて確認できた。イベントの

対象者は、成人のみならず小児も含まれるため、

様々な年代の方を対象とした多様な手法がより

効率よい普及啓発につながると考えられた。 

一方、新聞や TV などの従来の方法、さらには

DX や SNS などを活用する方法など、様々な手段で

啓発することが可能であり、これらの継続した活

用は重要である。今年度もメルマガや新聞で普及

啓発を行ったが、クイズの回答が計 18 名と反応

があったことから、あらゆる年齢層において、情

報源・手段は異なっており、SNS や動画をより活

用する世代もあれば新聞や TV を情報収集の主メ

ディアとする世代もあることが改めて浮き彫り

になった。それぞれのライフスタイルによって情

報収集の形態も多様化しており、普及啓発の在り

方も多様化するべきであると考えられた。 

 

四国ブロック： 四国各県において啓発イベント

等は新型コロナウイルス感染対策の面で計画通

りには実施できなかったが、高知県においては、

R7 年 3月 13日に CKD啓発講演会を対面+Web 開催

で行った。 

 

九州・沖縄ブロック ：各県において、順調に

CKD 啓発活動が進んでいるが、特に国保のデータ

ベースに eGFRスロープを取り入れる重要性につ

いて話し合われた。実際に行政がすでにスロー

プで CKD への介入を行う試みを開始しており、

今後はデータを解析するとともに、横展開を行

っていきたい。さらに、主要な都市では CKD啓

発が順調に進んでいるものの、地方の都市は未

だ手付かずの状態であり、隅々まで行き渡る CKD

啓発事業の開発が望まれる。今後、全九州・沖

縄で取り組んでいく所存である 

 

 

2 診療連携体制構築 

全国：  

 連携体制構築の障壁として、行政や県医師会の

協力が得られない、また地域の専門医数の不足お

よびかかりつけ医の無関心などがあげられる。前

者については本年度実施した行政担当者と専門

医間の意見交換会を研究班主導で、できれば県医

師会も交えて開催を継続することなどを通して、

協力の機運を高める必要がある。また専門医数を

補い、またかかりつけ医の関心を高めるために、

連携体制を補佐する CKD協力医の育成を進める必

要がある。 

 かかりつけ医と専門医との間に連携すべきと

考える CKD ステージに関して格差があり(ステー

ジ G4 vs ステージ G3b)、かかりつけ医の紹介す

るタイミングはより遅くなりつつある。これは

CKD 診療に関する意識が高まり、また HIFPH 阻害

薬や SGLT2阻害薬などの CKD治療薬の開発が進ん

だ結果と想定される。ただ近年、糖尿病関連腎臓

病(DKD)や CKD に対する進行抑制効果が示された

集学的治療や SGLT2阻害薬の末期腎不全への進展

抑制に関して、CKDステージ G4（GFR<30）以降で

は有意な効果が認められないとする報告がなさ

れている。(Clin J Am Soc Nephrol 2020;15:1705-

1714, J Diabetes Investig 2021;12:207-216, J 

Am Soc Nephrol 2021;32:2352-2361, Clin Kidney 

J 2023;16:1187)よってできれば連携体制による

標準治療の徹底はステージ G3b からが望ましく、

紹介基準の周知徹底をはかる必要がある。 

 

南北海道ブロック ：北海道は面積が広大であり、

また腎臓専門医が偏在している。よって、地域

にあった連携体制の構築が必要である。 

北海道はエリアを分け、それぞれが地元に根付

いた対策を行えた、また、令和 6年度北海道ブロ

ック慢性腎臓病対策会議を行う事で、道内の好事

例、問題点などを共有することができたのは、非

常に有意義であった。また、同じ問題を抱えてい

る地域が交流できることで、今後の解決を導くた

めにもなったが、それ以上に自分達だけが大変な

わけではないと、勇気づけられた事が、非常に大

きかったと考えている。 

 

東北ブロック ：普及啓発面で効果の検証、取り組

みの均霑化に課題がみられた。医療提供体制の整

備については東北ブロックは概して腎専門医療

機関や関連スタッフなどの医療資源に乏しく、マ

ンパワー面での短期的な現状打開は容易ではな

い。したがって病診連携においては、数少ない専

門医との適切な連携は言うまでもなく、新たな

CKD 治療ツール（SGLT2 阻害薬，HIF-PH 阻害薬な

ど）の登場を踏まえてかかりつけ医自身の CKD診

療水準を向上させ対応範囲を広げることや多職

種のメディカルスタッフとの協働の視点からの

実践が重要となると考えられる。引き続き医療側

と自治体と問題認識の共有と意思疎通を図り、定
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期的な目線合わせと情報共有のための意見交換

を継続してゆく必要がある。 

 

東京ブロック： 

1)近年、製薬企業等からの血圧手帳の進呈が中止

されたことで、患者に自己血圧測定を指示する機

会が減少する懸念があったため、本手帳の作成に

着想した。血圧測定アプリを使用していない患者

等から一定の需要があり、院内各科への浸透等に

伴い販売数は増加傾向である。販売利益による増

刷という方法は、持続可能性が高く、他施設にも

横展開できる。 

2)第２期循環器病対策推進基本計画には、循環器

病の発症予防や重症化予防の観点で「腎疾患対策

検討会報告書（平成 30年）」における関連施策と

の連携を推奨する記載がある。また、腎硬化症に

よる透析導入増加が顕著なことから、血圧手帳を

活用した取組等の、高血圧対策と CKD対策の連携

は有用と考えられる。 

 

南関東ブロック：厚労省「慢性腎臓病重症化予防

のための診療連携体制構築及び多職種連携モデ

ル事業」への採択や県保健医療計画への CKD対策

推進に関する明記が契機となって、神奈川県 CKD

対策連携協議会・診療連携構築協議会、埼玉県 CKD

対策検討会議、千葉県 CKD重症化予防対策部会が

立ち上がり、全県を挙げての CKD診療連携体制の

構築の機運を高めることができた。 

 

東海ブロック ：各都道府県の行政機関の担当者、

CKD 対策代表・責任者、かかりつけ医（医師会）

の間で円滑な横展開を実現するためには、CKD に

対する理解を更に深化する必要性がある。 

 

近畿ブロック：医療機関アクセス率が上位である

市町村区において、ヒアリング調査と検討会で得

られた情報をもとにアンケート調査を実施した

結果、個別健診の割合が高いことが高い医療機関

アクセス率に関連している可能性が示された。 

 

中国ブロック：CKD 対策においては、医師とメデ

ィカルスタッフの協働が大変重要である。同じ岡

山県内において、そもそも腎臓専門医の有無を含

めた医療資源やそもそもの人口の違いがあり、そ

れぞれのエリア独自のやり方で CKD医療連携が展

開されている。これが岡山県の CKD-NETの特徴で

ある。医師会の中に CKD患者の入院診療可能な施

設がある場合とない場合で、CKD-NET の発展に差

がある可能性を感じた。昨年度で腎臓専門医のク

リニックが閉院されたエリアもあった。今後は医

療資源が効率化されていく時代にさしかかって

きており、各エリアで、いかに存在する医療資源

を活用し、多職種による CKD医療連携の継続、で

きれば発展につなげていくのか、各エリアでのニ

ーズに応じた丁寧な対策が必要である。 

中国ブロック会議は、コロナ前依頼久しぶりで

あったが、無事に開催できた。以前と比べて、各

県市における CKD対策が非常に進み、各エリア内

での連携体制も着々と構築されていることがわ

かった。議論も活発に行われ、非常に有意義な会

であった。このような情報共有を今後も定期的に

行うことは重要である。 

 

定点観測： 

旭川市：非腎臓専門医のかかりつけ医が CKD診療

を適切に行うために、腎臓専門医への紹介基準、

市内腎臓専門医リストを記載した資材を作成し

配布することは有用と考えられた。 

 

岡山県美作市：岡山県美作エリアの CKD-NETワー

クの特徴は、腎臓専門医が少ないこと、連携体制

に参加したかかりつけ医が 6 医師会合計 90 名で

あること、腎生検を行える施設がないこと、人口

が大きくなく比較的高齢化が進んでいる地域で

あること、などである。さらに今年度から、腎臓

受け入れ施設が 1施設減った。このエリアでの質

の高い CKD 医療連携体制の維持・発展のために、

新たな施設の組み入れも今後の検討課題てある。 

そういう特徴のエリアで 2019 年から始まった

定点観測である。昨年度と比較して、紹介、逆紹

介数は今年度も昨年度と同程度の水準であった。

一方で、病診連携を行っている患者数は、過去最

高の 147名になった。美作エリアにおける医療連

携ネットワークの中で、CKD 診療連携の有用性が

医師に理解され、徐々に浸透してきたことを表し

ている。さらなる発展が期待される。 

また、連携さんかかりつけ医におけるガイドラ

イン普及率が非常に高まっている。血圧管理状況、

貧血の管理状況、血糖管理状況はいずれも高い水

準で管理されている。今後も各指標の管理目標達

成率 100％を目指した質の高い CKD 診療の質の向

上が期待される。 

エリア内での SDM 実施率も、高い水準である。

対象患者数は少なかったものの、質の高い医療の

提供体制が整っていると考えられる。 

 

 

3 診療水準向上 

全国： 

透析導入原因疾患として第 2位となっている腎硬

化症については、標準治療、進展リスクや治療効

果の評価方法は確率されていない。特に前者は大

規模 RCTなどの新薬開発が進んでおらず、リアル

ワールドデータベースなどを用いた解析によっ

て見出す必要性がある。後者については現時点で

最も信頼性が高い評価方法は eGFR スロープであ
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り、研究班 HPで簡易計算アプリを公開している。

この eGFR スロープを積極的に日常診療に取り入

れることで、治療対象となる進行性の腎硬化症を

早期に診断し、治療効果を見える化することで患

者コンプライアンスの改善が期待できる。 

 

南北海道ブロック ：かかりつけ医の診療水準を

向上するためには勉強会や講演会が不可欠であ

るが、いつも参加する医師が同じであるという

問題があった。より CKD のセミナーを多くのか

かりつけ医に参加してもらえるよう、他疾患領

域とのコラボレーションを行う事で、これまで

CKD セミナーに参加した事のない医師に多く参

加してもらえるようになった。そこで、興味を

持って頂くことで、さらに 2 回目、3 回目のセ

ミナーの参加につながり、かかりつけ医の診療

水準の向上に繋がった。 

 

東京ブロック： 

1)実装研究は介入を EBIと実装戦略に分けて設計

するため、様々な EBIの実装の試みを共通の言葉

で記述することができ、CKD 領域を含めた異なる

分野の実装への応用も可能である。また、研究の

性質上、医師のみならず、腎臓病療養指導士等の

メディカルスタッフの参画も期待される。 

2)実装科学の取り組みは、欧米では既に進んでい

るものの、国内では導入の過渡期であり、認知度

が低い。そこで、実装科学と近い内容を含む公衆

衛生学と連携し、両者の長所を活かすことは、実

装の推進に有用と考えられる。特に、近年期待さ

れている勤労世代へのアプローチは、実装科学、

公衆衛生学ともに経験が豊富である。 

 

南関東ブロック：検査会社の CKD診療水準の向上

への協力がどの程度得られるのか、具体的なイン

センティヴが見当たらない現状では不透明であ

る。 

 

東海ブロック ：CKDの進展阻止には、地域におけ

る CKD 診療と治療の標準化は必須であり、他職種

の介入により生活や食事に関する指導が重要で

ある。 

 

近畿ブロック：今回、CKD に関する新規治療薬の

使用実態についてアンケート調査を行ったが、大

阪府内科医会の先生方が積極的にこれらの新規

治療薬を使用しておられる実態が明らかとなっ

た。一方、これらの薬剤の新規投薬に伴う、効果

や副作用の確認のための採血や採尿など、今後も

啓発活動の必要性についても示唆された。 

 

 

4 人材育成 

全国  
 腎臓病療養指導士の増加により、CKD療養指導

の知識・技能を有し、チーム医療を支えるメディ
カルスタッフの育成が進みつつある。しかし、い
まだその人員数は不足しており、活躍の場も十分
ではない。今後は、地域偏在も考慮したさらなる
育成を進めるとともに、腎臓専門医と連動した地
域活動、糖尿病療養指導士等の他の療養士との連
携を推進していく必要がある。診療報酬が認めら
れたことにより、さらなるチーム医療の推進が期
待され,今後は、人材育成と多職種連携の推進、効
果的な教育プログラムの開発により、より質の高
い多職種チーム指導が普及することが期待される。 
 

北北海道ブロック ：北北海道ブロックのように、

腎臓専門医が少ない地域においては、腎臓病療養

指導士の役割は大きく、腎臓病療養指導士の活動

を広く多職種に共有し、育成を促進する必要があ

る。また、腎臓病療養指導士のモチベーション維

持のためにも、療養指導士間の情報交換や活躍の

場を提供していく必要がある。 

 

南北海道ブロック ：内科離れが影響してか、新

たな専攻医獲得に難渋している状況であるが、

北海道には腎専門医がまだまだ不足しており、

一人でも多くの腎専門医育成のために腎臓病を

学ぶ楽しさ、腎臓病の重要度をアピールしてい

く事が大切である。また、魅力的なプログラム

の構築も必要である。 

 

東京ブロック： 

1)両会の連携は、それぞれのアイデンティティを

保ちつつ活動していることが特長である。多岐に

及ぶ CKD対策を両者が分担・連携することで、効

率的・効果的な活動の実践が期待される。 

2)みなと腎臓を守る会は、都内初の腎臓病療養指

導士等の会議体として発足した。東京都での CKD

対策は、ボトムアップ型で行われているケースが

多く、同会も港区内の会議体である。今後は、活

動を横展開すべく、東京都レベルでの会議体の設

置が期待される。また、都内の腎臓病療養指導士

数は着実に増加しており、実際の活動の場を提供

することが必要である。 

 

東海ブロック ：腎臓病療養指導士の適切な時期

における適切な介入は患者さんの満足度を満た

すと共に、CKD の進展阻止に有用であると考えら

れた。 

 

中国ブロック：CKD 診療に深く関わる医療従事者

には、看護師／保健師、薬剤師、管理栄養士があ

るが、それぞれその専門性が異なっている。自身

の職種において、CKD 患者にできる最新の医療、

あるいは、医師診療との連携を高めるために研修
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機会は多ければ多いほうがよい。人事異動などで

新しく CKD対策に従事する人が増減するため、昨

年度までに研修会を開催した市町村においても、

継続した人材育成プログラムの運営が欠かせな

い。かつ、昨年度まで開催できていなかった市町

村へ新たに研修会を開催できるよう各市町村役

場へ働き掛けていくことが、CKD 対策を拡充して

いくために重要である。今年度は、初めて美咲町

で研修会を行うことができた。 

お互いの専門性を活かした効率よい医療連携

のために、お互いの職種の特徴・強みなどを知る

ことも重要であり、1 回の研修会において様々な

職種からの講演を取り入れた。一昨年度から⑥

CKD オンライン研修会において、医師 2 名（保存

期 CKD 管理について、および、腎代替療法につい

て）、薬剤師、管理栄養士、看護師に加えてソーシ

ャルワーカーによる講演を加えたことで、CKD の

保存期から腎代替療法までの広範な CKD対策につ

いての知識の共有とともに、複雑な社会制度につ

いての知識を得ることができる機会となった。こ

れもひとつの多職種連携と言える。こうした多職

種連携を継続できたことの利点のひとつに、昨年

度新設された透析導入期における新たな保険点

数加算の情報を県内関係者へさらに浸透させる

ことができたことが挙げられる。 

岡山県には腎臓病療養指導士が昨年度まで 66

名いた。今年度もさらに指導士の増加が達成でき

ている。上記の取り組みなどを踏まえて、各エリ

アで CKD診療のリーダーや核となるべき人材育成

が徐々に進んでいる成果の現れと考えられる。 

 

 
5 研究開発 
CKD 患者数の概算について、NDB データを用い

た CKD 患者数の実態調査を行うことにより、正確

な CKD 患者数が把握できるとともに、CKD 患者数

に影響を与える生活習慣病などの因子が解明で

きると考えられる。 

新規透析導入率に関する研究では、男女とも制

年齢階級別透析導入率の低下が続き、KPI 達成に

近づいていることを明らかにした。特に、前回の

検討では上昇傾向にあった 80 歳以上の男性にお

ける透析導入率が、2022年、2023年には低下傾向

にあったことは注目すべき所見である。将来推計

人口からの推計で、現状（2023年）の透析導入率

のままでは KPIは達成されないが、透析導入率の

さらなる低下を実現することができれば、2028 

年までに 3 万 5 千人以下という KPI達成に近づ

けると考えられた。 

本研究は、透析導入患者は、その数だけではな

く、質的にも変化していることを明らかにした。

一つめは、肥満者の割合増加である。透析導入患

者では肥満者（日本肥満学会の基準で定義される

BMIが 25 kg/m2以上）の割合が年々増加しており，

その増加率は一般住民よりも急速で、2019年時点

では男女とも 60 歳未満の全ての年代で、肥満者

の割合が一般住民を上回っていた。一般住民では，

男性でのみ肥満者の割合が増加していたことか

ら，透析導入患者での肥満者の割合の急速な増加

は，背景集団（一般住民）での肥満の増加を単に

反映したものではなく，末期腎不全との関連が考

えられる。事実、一般住民よりも急速な肥満の増

加は，わが国のみならず米国の新規末期腎不全患

者やイタリアの血液透析導入患者でも報告され

ている。 

肥満は、高血圧症や 2型糖尿病のみならず、CKD

の発症や、末期腎不全、透析療法が必要な急性腎

障害の危険性を高めること、そして、すでに CKD

と診断された患者では、肥満は CKDの進行と関連

することが報告されている。一昨年の本研究班で、

特定健康診査（以下、特定健診）受診者で肥満者

（日本肥満学会の基準で定義される BMI が 25 

kg/m2以上）の割合が高い都道府県では透析導入率

が高いことを示し、昨年の本研究班で、特定健診

実施率が低い都道府県では透析導入率が高いこ

とを示したが、これらを併せ考えれば、特定健診

実施率を高め、活用し、肥満の予防や介入を行う

ことで、都道府県により異なる透析導入率の差を

小さくできる可能性がある。さらに、本研究で、

いずれの原疾患（糖尿病性腎症、腎硬化症、慢性

糸球体腎炎、その他）でも同様の経年変化を示し

たことは、原疾患によらず、肥満を防ぐ取組を広

く周知する必要性を示唆する。 

その一方で，透析導入患者では低体重（BMI が

18.5 kg/m2未満）の割合が，低下傾向にあるもの

の一般住民よりも遥かに高く，特に高齢の透析導

入患者で顕著であった。低体重は腎不全の結果か

もしれないが，アジア人の IgA 腎症，2 型糖尿病，

あるいは一般住民といったコホート研究で，低体

重が末期腎不全の独立した危険因子という報告

もある。肥満を防ぐと同時に低体重も回避するメ

ッセージを広く発信することが必要である。 

二つめの質的変化として、原疾患が慢性糸球体

腎炎の透析導入患者で腎生検割合が年々高まっ

ていることを明らかにした。年々高まっている慢

性糸球体腎炎の腎生検割合は，腎疾患対策の効果

と考えられる。地域における医療体制が整備され

ることで，自覚症状に乏しい CKD が早期に発見さ

れ，適切な時期での紹介に繋がり，慢性糸球体腎

炎症例では腎生検を含めた良質で適切な治療を

早期から実施することができる。しかし，年々高

まっているとはいえ，腎生検割合の数字には改善

の余地がある。オーストラリアやニュージーラン

ドの腎代替療法を開始した末期腎不全患者での

腎生検割合は，原疾患が糸球体疾患で 75～80% 前

後，高血圧症/腎血管疾患は 25%前後，2型糖尿病
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は 10%前後と報告されているからである。腎疾患

対策の 5本柱を進めていくこと，すなわち普及啓

発，診療水準の向上，腎生検を行い診断できる人

材育成，さらには腎炎に対する治療を進めていく

ための研究開発等を進めていくことで，腎生検割

合が高まることが期待される。 

三つめの質的変化は、透析導入患者における導入

年死亡割合の改善である。透析導入患者の平均年

齢は年々増加しているため、2018年以降の緩やか

な上昇は、高齢化の影響かもしれない。高齢化に

もかかわらず、2007 年から 2018 年まで導入年死

亡割合の低下を認めたことは注目すべき所見で

ある。この経年変化は日本透析医学会か公表して

いる慢性透析患者での粗死亡率の推移とは異な

っていることから，透析医療全般の改善というよ

りも保存期ないし透析導入期での要因が関与し

ていることが示唆される。透析導入患者における

導入年死亡割合の改善もまた，腎疾患対策の隠れ

た効果かもしれない。腎疾患対策を進めていくこ

とで，専門外来への紹介の遅延（late referral）

が少なくなり，その結果，導入後早期死亡が改善

することが期待できる。血液透析患者では導入後

早期の死亡率が高いことは世界共通の課題であ

り，腎疾患対策を進めていくことで，世界共通の

課題解決に繋がる可能性がある。 

本研究は、近年の透析患者総数の減少に、透析

導入患者数の減少も寄与していることを数字で

示した。KPI 達成を目指し、透析導入患者数が今

後も減少し続ければ、透析患者総数も減少し続け

る可能性が高いと考えられた。 

 

 

E.結論 

1 普及啓発  

全国  

各都道府県で研究分担者（日本腎臓病協会ブロ

ック長）と日本腎臓病協会の各都道府県幹事を中

心に、行政と連携した CKD普及啓発活動を展開し、

計 140 回の講演会・イベントを開催した。 

 

北北海道ブロック ：CKD重症化予防のために、国

民の慢性腎臓病／CKD の認知度を上げ、さらに

CKD の重要性の理解が深まるように、今後も継続

した CKD 普及啓発活動が必要である。 

 

南北海道ブロック ：一般市民への啓蒙が進んだ。 

 

東北ブロック ：作成済の普及啓発資材をリーフ

レットに仕立て、ブロック内の医療機関に提供し

有効活用を図った。 

 

北陸ブロック ：CKD啓発活動は活発に行われてい

る。この情報の共有も効果が上がっていると考え

る。一方で、一般市民における CKD認知度は、改

善の余地がある。特に若年〜壮年の世代への効果

的な働きかけについては、SNS 等の活用など新た

な取り組みが求められる。 

 

北関東ブロック ：CKDの普及啓発を目的とした市

民公開講座等が各地で積極的に実施されている

ことが確認された。CKD 普及啓発に対する行政と

の堅固な普及啓発活動実現には、医療施策、医療

計画で明示される CKD対策実施体制の確立が望ま

れる。 

 

東京ブロック：勤労世代への効率的・効果的な啓

発が期待されており、企業の経営層、健康管理者、

メディア等との連携が有用と考えられる。 

 

南関東ブロック：市民を対象とした参加型イベン

トや講演会を開催した。またラジオ番組などでも

情報を発信した。 

 

東海ブロック ：継続的な年数回の市民公開講座

の開催や新聞誌面における情報の発信は、CKD 啓

発普及に有効であると考える。 

 

中国ブロック：多様な形での効率的な普及啓発の

在り方を進めていくことが、CKD 普及啓発におい

て効果的で重要あると考えられた。 

 

九州・沖縄ブロック：日本腎臓病協会と共同

し、九州・沖縄ブロック内 CKD対策メンバーの

顔写真一覧を含めた CKD普及啓発用のポスター

を作成し、地域の医療施設各所に配布、掲示し

た。熊本市各行政区における子供とその親世代

を対象とした啓発イベントを、腎臓病療養指導

士とともに行った。また、生涯教育団体所属ラ

ジオコメンテータ―、パーソナリティーとの対

談、腎臓病療養指導士との共演による CKD啓発

ラジオ番組放送を企画、放送した。さらに、公

用車に CKD普及啓発のためのマグネットステッ

カーを貼付することにより、地域における CKD

の普及啓発をはかった。 

九州沖縄地区において CKD啓発は順調に進んで

いるものの、universalなCKD啓発とは言い難い。

今後は eGFRスロープを利用し、九州・沖縄全域に

おける啓発体制の構築を行っていく所存である。 

 

 

2 診療連携体制構築 

全国  

日本腎臓病協会 CKD対策部会と連携し、地域

の実情に即した診療連携体制の構築を推進し、

定点観測地域（旭川市、千葉県、岡山県美作、
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熊本市）では連携制度の構築とその効果につい

て引き続きモニタリングを行った。 

2024 年度下半期に全国 12ブロック（北・南北

海道ブロック、東北ブロック、北関東ブロッ

ク、東京都・南関東ブロック、北陸ブロック、

東海ブロック、近畿ブロック、中国ブロック、

四国ブロック、九州・沖縄ブロック）で腎臓専

門医と自治体担当者間での意見交換会を行っ

た。 

CKD 診療連携体制の成功事例について連携体制

構築のプロセスに関する構造化プログラムを作

成し、横展開を目指して HPで公開した。 

 

南北海道ブロック ：エリアごとに CKDネットの

構築や病診連携の構築が進んだ。 

 

東北ブロック ：日本腎臓病協会慢性腎臓病対策

部会(J-CKDI)各県代表ならびに自治体（6県・1政

令市）担当者が CKD対策の総論と、ブロック内各

地域における取り組み事例（普及啓発、診療連携

体制構築、診療水準向上、人材育成）の共有し、

今後の課題が抽出された。 

 

東京ブロック：大病院や大企業が多い東京都では

特に、メディカルスタッフを含めた院内他科や、

企業との連携構築が重要であり、CKD 啓発を兼ね

た内容の血圧手帳を活用した取組を進めている。 

 

南関東ブロック：令和５年度に千葉県と神奈川県

が、令和６年度には埼玉県越谷市が厚労省モデル

事業に採択され、それぞれ行政、医師会、専門医

が連携する会議体が設立され、新たな紹介基準や

診療情報提供書、ＣＫＤ協力医・サポーター制度

が運用開始されている。県保健医療計画の中に

CKD 対策が盛り込まれ、行政の協力が得られるよ

うになった。千葉県では薬剤師会や栄養士会など

との連携も強化した。 

 

東海ブロック ：各層と引き続き協議を重ね、地域

の実情に合わせた紹介基準の作成や地域連携パ

スの策定と運用を、CKD 診療の標準化を進めなが

ら行う。 

 

近畿ブロック：アンケート調査の結果を踏まえて

医療機関アクセス率を検討したところ、医療機関

アクセス率が上位である市町村は特定健診にお

ける個別健診の割合が高いことが明らかとなっ

た。しかし、今回用いたアンケート調査では、個

別健診の体制を詳細に明らかにすることはでき

なかった。個別健診は市区町村が個別医療機関に

特定健診事業を委託して行うものであり、市区町

村ごとに委託の内容は異なり、医療機 

関ごとに実施体制が異なるため、今後より詳細

なアンケート調査を実施し、医療アクセス率に関

連する要因を検討する必要がある。その後モデル

となる市町村区を選定し、実現可能な医療アクセ

ススキームの構築を考察する必要がある。 

 

中国ブロック：岡山県内で、ほぼ全域をカバーす

る形で各エリアに構築された CKD診療連携体制を

継続できた。そして、これらの CKD-NETを多職種

連携へと徐々に発展させることが期待される。 

中国ブロック内 5県において情報共有をすすめ

ることで、診療連携体制構築の均てん化を促すこ

とが期待される。 

 

九州・沖縄ブロック ：12月に厚生労働省腎疾患

政策研究班主催、日本腎臓学会、日本腎臓病協

会後援のもと、九州・沖縄ブロック会議を対面

にて開催した。会議では各県の代表および行政

担当者が一同に集い、先進事例（福岡市、熊本

市、長崎県佐世保市）の活動の紹介のあと、3グ

ループに分かれて討論、その後全体討論・総括

を行い、進捗の確認、情報共有を行った。ま

た、熊本市 CKD対策推進会議を 5年ぶりに開催

し、行政、専門医、医師会、薬剤師会、熊本県

腎臓病療養指導士連絡協議会、保険者など多く

の参加のもと議論を行った。 

 

定点観測： 

旭川市：地域の実情に合わせて、CKD診療連携ツ

ールを作成することは重要である。CKD重症化予

防のためには、長期的な視点での取り組みが必

要である。 

 

千葉県 ：千葉県全域におけるＣＫＤ診療の普及

を目指している。そのためには、様々な職域の

関与が必要であるが、令和5年度には前述のごと

く前年度よりもさらに多くの多職種の積極的な

関与が得られ、結果として集積されたデータか

らも千葉県におけるＣＫＤ診療の普及は促進さ

れた。 

 

岡山県美作市：今年度も美作 CKD-NETの定点観測

を行った。CKD 診療連携体制がしっかり構築され

運用されている。今後のさらなる発展が期待され

る。 

 

 

3 診療水準向上 

全国  

CKD 診療ガイドライン 2023 および CKD 診療ガ

イド 2023 で推奨されている標準診療を、各都道

府県で診療連携体制構築の一環として普及促進

した。日本腎臓学会および日本臨床内科医会の協
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力のもとで、腎臓専門医およびかかりつけ医に向

けて CKD病診連携や標準医療の普及に関するアン

ケート調査を実施した。定点観測地域で連携体制

に参画するかかりつけ医における標準医療の実

施率の推移を引き続きモニタリングした。 

 

南北海道ブロック ：CKDセミナーの企画の工夫に

よってより多くの医師の参加が得られ、診療水準

向上に繋がった。 

 

東京ブロック：エビデンス・プラクティスギャッ

プを短縮するには、EBI を実施する保健医療従事

者などのステークホルダーの行動変容を促す実

装戦略を積極的に立案し、戦略の効果を検証する

実装研究に取り組むことも有用と考えられる。  

 

南関東ブロック：血清クレアチニン測定と eGFR値

計算のセット化、尿蛋白/クレアチニンオーダー

の簡便化を目指し、県医師会から検査会社への申

し入れを行った。 

 

東海ブロック ：CKD診療の標準化の重要性と他職

種連携の有効性が示された。 

 

近畿ブロック：今後もかかりつけ医と腎臓専門医

がさらに連携を進めることが CKD患者の予後改善

につながることが期待される。 

 

四国ブロック： 高知県においては、R7年 3月 13

日に CKD 啓発講演会を対面+Web 開催で行い、診療

水準の向上に努めた。 

 

九州・沖縄ブロック ：事業の一環で定点観測 4

地域（旭川・千葉・岡山・熊本）の 1つとして

データを収集・報告し、また九州・沖縄ブロッ

ク内普及啓発、診療連携推進のための講演会を

開催した。さらに、九州・沖縄ブロック会議を

開催してそれぞれの地域での進捗の確認、情報

共有を行い、診療水準向上に努めた。 

 

 

4 人材育成 

全国  

腎臓病療養指導士を中心とする CKD診療メディ

カルスタッフの育成とその効果検証、および効果

的な教育プログラム作成により、質の高い多職種

連携・チーム医療が全国に普及し、腎臓病診療の

水準向上に寄与することが望まれる。 

 

北北海道ブロック ：今後も継続して人材育成を

行い、CKD 診療における診療連携体制の構築に資

するように、各地域での更なる活動の支援が重要

である 

 

南北海道ブロック ：腎専門医育成のために、一層

の努力を続ける必要がある。 

 

東京ブロック：港区内の腎臓病療養指導士を中心

とした会議体である、みなと腎臓を守る会との連

携を進めた。 

 

東海ブロック ：集約的治療の実現のため、地域の

腎臓病療養指導士の育成を行った。同時に、他職

種連携の有効性を普及啓発した。 

 

中国ブロック：岡山県での人材育成は確実に進ん

でいると考えられた。 

 

九州・沖縄ブロック ：熊本県腎臓病療養指導士連

絡協議会定例会を対面で開催し、情報共有を行う

とともに、人材育成に努めた。 

 

 
5 研究開発 
新たなアルゴリズムで CKD 患者数を推定し、

2000万人以上という結果であった。今後は CKD患

者の早期発見、早期治療および重症化対策のため

には、CKD の実態調査および影響を与える因子の

解明が重要である。 

厚労科研 CKD対策研究班（柏原班、岡田班）で

はひき続き、HP：URL https://ckd-research.jp/

を更新した。本研究班 HPは 2023年 2月に公開後、

順調に閲覧数を増やしており（2023 年 4～6 月

7,970 回→2024 年 7～9 月 14,029 回）、有効に利

活用されていた。 
またAMED研究班と連携し、高齢CKD患者の腎代替

療法選択時に有用となる透析導入後の生命予後に
関する推定式を作成した。さらにJ-CKD-DBExを用
いて、CKD診療ガイドラインで推奨されている標準
治療の集学的効果を明らかとした。 
 透析導入率は男女とも低下傾向にあり，年々

KPI 達成に近づいていた。将来推計人口からの推

計では現状（2023年）の透析導入率のままでは KPI

は達成されないが、透析導入率のさらなる低下を

実現することができれば、2028 年までに 3 万 5 

千人以下という KPI達成に近づけると考えられた。

そして、透析導入患者数の減少は、透析患者総数

の減少にも寄与することが示された。 

 透析導入患者は質的にも変化しており，肥満化

が進み，原疾患が慢性糸球体腎炎の患者では腎生

検割合が年々高まり，そして，導入年死亡割合は

以前よりも低下していた。腎疾患対策の 5 本柱

（①普及啓発，②地域における医療提供体制の整

備，③診療水準の向上，④人材育成，⑤研究開発

の推進）を進めていくことで，透析導入患者数の

減少という効果だけではなく，腎生検割合の増加

や，導入後早期死亡の減少といった効果も期待さ

https://ckd-research.jp/
https://ckd-research.jp/
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れた。 

 
 

F. 健康危機情報 

なし 
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